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はじめに 
 
「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定により、教育委員会は、効果

的な教育行政の推進に資するとともに、市民への説明責任を果たすため、教育に関す

る学識経験者の知見を活用しながら、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の

状況について、点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会

に提出するとともに、公表しなければならないとされております。 

このことから、富山市教育委員会では、３名の学識経験者から意見等を聴取しなが

ら、「令和４年度 教育委員会事務管理執行状況点検評価報告書」を作成し、富山市議

会に報告するとともに、市のホームページ等で公表するものです。 

 
富山市教育委員会では、基本理念として教育目標を掲げ、富山市の都市像を実現す

るため４つのまちづくり目標を定めた「第２次富山市総合計画」や市長と教育委員会

で構成する富山市総合教育会議において協議・調整し策定した「富山市教育大綱」と

の整合性を図りながら平成３１年２月に「第２期富山市教育振興基本計画」（以下「本

計画」という。）を策定し、教育行政を計画的に推進し、教育環境のさらなる充実を図

っています。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

事務の管理及び執行の状況の点検及び評価にあたっては、本計画における６０の

「主な取組み」のうち、総合計画に位置付けられた取組みや事業として予算化されて

いる取組みを中心に、３７の取組みにおける事業を点検及び評価の対象として取り上

げました。また、施策実施の成果がわかりやすくなるよう、本計画の目標とする指標

を用いて、目標数値や実績を示しながら点検及び評価を行いました。 

さらに、各取組みの推進が、本計画における基本施策の実現・達成につながること

から、基本施策に対しても、基本施策を構成する取組みの実績・成果等を勘案しなが

ら、点検及び評価を行いました。 

そのほか、教育委員会の会議の開催などの活動状況や財産の状況を記載し、

ここに報告書としてまとめました。 

富山市教育大綱 
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１　教育長及び教育委員
（令和５年３月３１日現在）

教
育
長

宮口
ミヤグチ

　克志
 カツシ 

65 男 教育長 平成29年4月1日
令和5年4月１日
～令和8年3月31日

常勤

委
員

（

職
務
代
理
者
）

若林
ワカバヤシ

　啓介
ケイスケ

70 男 会社役員 平成21年5月18日
令和3年5月18日
～令和7年5月17日

非常勤

委
員 藤

フジ

井
イ

　久
ヒサ

丈
タケ

67 男
医療法人
理事長

平成17年5月18日
令和2年5月18日
～令和6年5月17日

非常勤

委
員 尾畑

 オバタ    ノリコ

　納子
 

70 女
大学名誉
教授

平成23年5月18日
令和元年5月18日
～令和5年5月17日

非常勤

委
員 高田

タ カ タ

　　健
タケシ

46 男 会社役員 平成26年5月18日
令和4年5月18日
～令和8年5月17日

非常勤 ○

２　会議開催状況

（１） 会議開催数
定例会 12回
臨時会 1回

（２） 付議案件数
　議案 47件
　報告事項 30件
　請願 0件  
　その他 23件

計 100件

（３） 会議に付された主な案件　（付議順）

①市立学校の耐震化状況等について

②「令和4年度富山市中学校１年生学力調査」結果の概要について

③学校選択制について

④令和3年度教育委員会事務管理執行状況点検評価報告書について

⑤富山市立北部中学校３年生死亡事案に関する調査組織の設置について

⑥「令和4年度富山市中学校３年生学力調査」結果の概要について

⑦令和4年度末教員異動方針について

⑧令和5年度富山市学校教育指導方針について

３　教育行政調査について

　 所管の学校や社会教育施設を訪問し、学校教育の推進や施設の状況について調査した。また、今後の
学校運営等の参考とするため、ICTを活用した教育を実施している先進自治体など、他都市教育行政の状
況を調査した。

任期
常勤・非
常勤の

別
保護者

  そのほか、市議会に付議する案件（予算、条例等）や教育委員会規則等の制定・改廃などが
会議に付された。

職 氏　名 年齢 性別 職業 就任年月日
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４　教育財産の状況

（１）土地及び建物 （単位：㎡）

土地 建物 土地 建物 土地 建物

小・中学校、幼稚園 1,775,932.07 642,548.64 1,755,497.44 630,656.16 -20,434.63 -11,892.48 学校敷地、建物等

野外教育施設 28,001.30 3,641.08 28,001.30 3,641.08 0.00 0.00 野外教育活動センター

学校給食関係 10,628.56 5,344.34 10,628.56 5,344.34 0.00 0.00 給食センター

生涯学習関係 336,100.35 94,240.10 332,721.55 94,742.68 -3,378.80 502.58 公民館、図書館、博物館等

その他 8,638.32 5,045.59 62,943.23 19,967.17 54,304.91 14,921.58 旧教育センターほか

合計 2,159,300.60 750,819.75 2,189,792.08 754,351.43 30,491.48 3,531.68

（２）出資による権利 （単位：円）

区　分 出資金の内容

出資金
(公財）富山市学校給食会
出資金

合計

（３）債権 （単位：円）

区　分 貸付金の内容

富山市奨学資金貸付金

富山市公民館類似施設整
備資金貸付金

合計

（４）基金 （単位：円）

区　分

富山市奨学基金

富山市佐藤記念
美術館基金

合計

0

0

139,400,000

240,998,354

139,400,000

240,998,354

増　減

0

-11,027,710

4,355,740

-15,383,450

0

増　減

土地・建物の内容

増　減

0

区　分
増　減Ｒ４年度末Ｒ３年度末

貸付金

Ｒ４年度末

10,000,000

10,000,000

Ｒ４年度末

111,067,450

36,183,916

147,251,366

Ｒ４年度末

101,598,354

Ｒ３年度末

10,000,000

10,000,000

Ｒ３年度末

126,450,900

31,828,176

158,279,076

Ｒ３年度末

101,598,354
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Ⅱ 点検及び評価について 
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[基本施策]

（19）文化遺産等の保全・活用

（17）生涯学習活動の充実

（18）生涯学習活動拠点の充実

（10）現代的・社会的課題に対応した学習等の充実

（12）質の高い学校教育環境の整備

（13）安心・安全な学校教育環境の整備

（14）家庭における教育力の向上

（15）学校・家庭・地域との連携

（16）高等教育の充実

（11）私学の振興

１　教育目標及び令和４年度富山市教育委員会重点施策の体系

（9）特別支援教育の充実

　　　[基本的な方向] [目　標]

（1）確かな学力の定着

（2）豊かな心の育成

（3）健やかな体の育成

（4）社会で活きる実践力の育成

（5）教員の資質能力向上

（6）幼児教育の充実

（7）外国語教育の充実

（8）家庭の経済状況や地理的条件への対応

１ 公共の精神を重んじ、自主
性・創造性を備えた子ども
の育成

子どもたちが自ら課
題を見つけ、よりよく
問題を解決する資質
や能力、自らを律し
つつ他人を思いやる
心や感動する心など
の豊かな人間性、た
くましく生きるための
健康や体力などを育
み、社会で活きる実
践力を高める教育が
行われていること

２ 次代を担う子どもたちを育
む、安心・安全で質の高い
学校教育環境の整備

子どもたちが、安心・
安全で質の高い教育
環境のもとで教育を
受けられていること

３ 学校・家庭・地域で取り組
む

子どもの成長支援

子どもたちが、学校・
家庭・地域の連携・
協力のもと、基本的
な生活習慣や社会性
を身に付け、豊かな
人間性を育んでいる
こと

４ 市民による生涯を通じた教
育の充実と文化遺産等の
保全・活用

刻々と変化する社会
に対応していくため
に、必要な知識やス
キルを、市民が生涯
を通じて、身に付けて
いけること
市民全体が、ふるさ
との自然、歴史、文
化等について学び、
豊かな情操が養われ
ていること

教育目標

自立と公共の精神を重んじて教育の高揚を図り、新たな時代を拓く心豊かな市民を育む

１ 志をかかげ、知性をみがき、実践力を高める

２ 我が国と郷土を愛し、自然に学び、芸術・文化に親しむ豊かな情操を養う

３ 健やかでたくましい心と体を備える
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事業名
掲載

ページ
担当課

1 新学習指導要領の着実な実施 新学習指導要領の理念や内容の周知・徹底 14 学校教育課、教育センター

2 学力向上の推進 学力調査実施事業 15 学校教育課

3 理科教育の推進 理科教育推進事業 － 学校教育課

4 小・中学校の連携 指導力向上推進事業 16 学校教育課

5 情報モラル教育の推進 情報モラル教育の推進 17 教育センター

6 いじめ、不登校対策 スクールソーシャルワーカー配置事業 学校教育課

スクールカウンセラー配置事業 学校教育課

いじめ調査委員会開催事業 学校教育課

不登校児童・生徒相談支援事業 学校教育課、教育センター

7 適応指導教室の機能的な運営 適応指導教室運営事務 － 教育センター

8 いじめ防止対策 いじめ防止対策 23 学校教育課

9 人権教育の推進 人権尊重教育事業 － 学校教育課

10 富山市学校評価（アクションプラン）の実施 富山市学校評価システムの推進 － 学校教育課

11 自然体験活動や社会体験活動の充実 立山登山奨励事業 24 学校教育課

宿泊学習等を通じて、富山の自然に親しむ － 学校教育課

12 道徳教育の推進 特別の教科「道徳」の着実な実施 － 学校教育課

13 福祉教育の推進
各学校で、福祉に関わる学習内容や活動を
指導計画に位置付け

－ 学校教育課

14 特別支援教育の人的支援 スクールサポーター配置事業 24 学校教育課

15 体力の向上 体力の向上（全国体力・運動能力、運動習慣等調査） 27 学校教育課

16 生活習慣病の予防 小児生活習慣病予防対策事業 28 学校保健課

17 食育の推進 食育と地産地消の推進 29 学校保健課

18 キャリア教育の推進 地域ぐるみこころの教育推進事業（14歳の挑戦） 32 学校教育課

19 学校選択制の実施 学校選択制施行事業 33 学校教育課

20 教職員研修の充実 教職員研修事業／研修事業 学校教育課、教育センター

とやま教師塾事業 学校教育課

主体的な学び研修会事業 学校教育課

児童・生徒理解研修事業 教育センター

21 教員の負担軽減に向けた対策 校務支援システムの活用 教育センター

学習補助員やスクールサポーターの配置 学校教育課

部活動指導員の配置 学校教育課

教員の勤務実態の把握 学校教育課

教職員のストレスチェックの実施 学校保健課

22 ＩＣＴの活用 教育機器特別整備充実事業 教育センター

情報教育推進事業 教育センター

（再掲）校務支援システムの活用 －

ＩＣＴ活用推進事業 教育センター

- （再掲）情報モラル教育の推進 － － －

23 体罰のない学校づくり 研修会の実施 － 学校教育課

24 学校訪問研修会の実施 指導主事等による学校訪問の実施 － 学校教育課

－ （再掲）小・中学校の連携 － － －

6 幼児教育の充実 25 幼児教育の充実 幼稚園子育て支援事業 46 学校教育課

7 外国語教育の充実 26 外国語教育の人的支援 外国語指導助手配置事業 学校教育課

小学校外国語活動充実事業 学校教育課

小学校教員語学研修事業 学校教育課

２　点検及び評価の対象とした取組み（事業）

　　富山市教育振興基本計画における６０の「主な取組み」のうち、３７の取組みにおける事業を対象としました。
　　対象とした取組みの番号には「○」を付して表記しています。

基本的な方向 基本施策 主な取組み

健やかな体の育成

4
社会で活きる実践
力の育成

1 確かな学力の定着

2 豊かな心の育成

20-22

42-44

5 教員の資質能力向上

36-38

39-41

1

公共の精神
を重んじ、自
主性・創造性
を備えた子ど
もの育成

3

49-50
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事業名
掲載

ページ
担当課基本的な方向 基本施策 主な取組み

27 就学援助の実施 経済的困難を抱える家庭に対する就学援助 53 学校教育課

28 通学支援 スクールバスの運行 53 学校教育課

児童生徒の通学費の補助 － 学校教育課

29 特別支援教育の充実 特別支援教育総合推進事業 56 学校教育課

－ （再掲）特別支援教育の人的支援 － － －

30 ＥＳＤの推進 ＳＤＧs－ESD推進事業 59 学校教育課

31 ＳＤＧｓの推進 環境に関する学習の推進 － 学校教育課

小学生による植樹体験 － 学校教育課

－ （再掲）人権教育の推進 － － －

32 防災教育の推進
危機管理マニュアルの周知
避難誘導訓練の実施

－ 学校教育課

11 私学の振興 33 私学の振興 私立学校振興補助事業 － 学校教育課

34 学校図書館の充実 学校図書館図書整備事業 教育総務課

学校図書館充実事業 学校教育課

－ （再掲）ＩＣＴの活用 － － －

35 耐震化・防災強化の推進、非構造部材の点
検・改修

耐震化・防災強化の推進 学校施設課

学校施設整備事業 学校施設課

長寿命化対策事業 学校施設課

36 学校の適正配置 学校再編推進事業 65 学校再編推進課

37 市立幼稚園の適正配置 市立幼稚園の適正配置 65 学校教育課

38 通学路の安全対策（ソフト面） 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 － 学校教育課

39 親子サークルの充実 親子サークルの実施 － 学校教育課

40 「親学び講座」の普及・啓発 親学び講座の実施 － 生涯学習課

－ （再掲）いじめ、不登校対策 － － －

41 子どもの読書活動の推進 読書普及事業 69 図書館、学校教育課（指標のみ）

－ （再掲）就学援助の実施 － － －

42 開かれた学校づくり コミュニティ・スクール事業 72 学校教育課

43 家庭での食習慣確立への支援 家庭での健全な食習慣確立の促進 73 学校教育課、学校保健課

44 子どもかがやき教室の充実 子どもかがやき教室事業 74 生涯学習課

45 富山外国語専門学校の充実 実践的な英語教育 － 外国語専門学校

46 富山ガラス造形研究所の充実 ガラス造形作家の育成 － ガラス造形研究所

47 ふるさとづくり活動の推進 公民館活動の充実（ふるさとづくり推進事業） 78 生涯学習課

48 生涯学習普及啓発 壮年期自己啓発助成事業 79 生涯学習課

49 市民大学の充実 市民大学開設事業 80 市民学習センター

50 公民館の充実 公民館建設事業 83 生涯学習課

51 図書館の充実 図書館事業の充実 84 図書館

52 人文系博物館の展示・普及の充実 博物館等利用促進事業 生涯学習課

展示開催事業、普及活動事業（民俗民芸村） 民俗民芸村

展示普及事業（郷土博物館） 郷土博物館

53 人文系博物館の機能の充実 郷土博物館の強化、充実の検討 － 郷土博物館

54 科学博物館の常設展展示替 科学博物館の常設展示替えの検討 － 科学博物館

55 天体観察機能の再構築 天体観察機能の今後について検討 － 科学博物館

56 ガラス美術館の展示の充実 企画展の充実 － ガラス美術館

57 文化遺産等の保存活用 文化遺産等保存活用推進事業 89 生涯学習課

58 文化財調査の実施 市内の文化財を調査し、報告書を発刊 － 生涯学習課・埋蔵文化財センター

59 史跡整備の実施 安田城跡再整備 89 埋蔵文化財センター

60 恐竜足跡化石の保存 恐竜足跡化石の保存方法の検討 － 科学博物館

1

公共の精神
を重んじ、自
主性・創造性
を備えた子ど
もの育成

8
家庭の経済状況や
地理的条件への対
応

9 特別支援教育の充実

10
現代的・社会的課
題に対応した学習
等の充実

2

次代を担う子
どもたちを育
む、安心・安
全で質の高
い学校教育
環境の整備

12
質の高い学校教育
環境の整備

3

学校・家庭・
地域で取り組
む子どもの成
長支援

14
家庭における教育
力の向上

15
学校・家庭・地域と
の連携

85-86

19
文化遺産等の保
全・活用

4

市民による生
涯を通じた教
育の充実と
文化遺産等
の保全・活用

16 高等教育の充実

17 生涯学習活動の充実

18
生涯学習活動拠点
の充実

－

13
安心・安全な学校
教育環境の整備

63-64
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３ 点検及び評価の実施方法について 

 

（１）取組み（事業）に対する点検及び評価 

点検及び評価の対象とした３７の取組みを推進するための個別の事業について、次

の構成により点検及び評価を実施します。（事業がない場合は取組みについて記載して

います。） 

 

ア）ねらい 

   取組みを推進するための各事業のねらいを記載しています。 

 

   イ）実績 

     取組み、事業の実現に向けて実施した内容や実績等を記載しています。 

 

ウ）評価・課題 

     取組み、事業の実績に対する評価及び課題を記載しています。 

 

エ）今後の方向性 

評価・課題を受けての今後の方向性について記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8



 

（２）基本施策に対する点検及び評価 

「（１）取組み（事業）に対する点検及び評価」のほか、基本施策ごとの成果や    

進捗状況を把握するため、次の評価を行います。 

 

① 目標指標の評価 

目標指標の評価は、１９の基本施策の中で設定した１６の目標指標の達成状況（進

捗状況）を「A（予定どおり進行している）」「B（概ね予定どおり進行している）」「C

（予定よりやや遅れている）」「D（予定より大幅に遅れている）」の区分により評価し、

その分析を行っています。 

 

 

 

 

 

 

＊基準数値…「第２期富山市教育振興基本計画」に記載した各目標指標で定めた基準数値。

計画策定時（平成３１年２月）に記載できる直近の数値を記載しており、実

績数値の目標数値への進捗状況を図るための数値。 

 

＊目標数値…「第２期富山市教育振興基本計画」に記載した目標指標における目標とする

数値。各取組みの推進の進捗状況を図るための数値。 

 

② 基本施策の評価 

基本施策の評価は、点検及び評価の対象とした取組みのある１６の基本施策ごとに、

基本施策を構成する取組みの実績及び成果等を分析し、取組みの成果（進捗状況）を

「順調・概ね順調・やや遅れている・遅れている」の区分により総合的に評価してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順 調：基本施策の成果が十分にあり、進捗状況が順調であると判断されるもの 

概 ね 順 調：基本施策の成果がある程度あり、進捗状況が概ね順調であると判断されるもの 

やや遅れている：基本施策の成果があまりなく、進捗状況がやや遅れていると判断されるもの 

遅れている：基本施策の成果がなく、進捗状況が遅れていると判断されるもの 

A：予定どおり進行している：目標指標の達成に向けて、予定どおり進行している。 

B：概ね予定どおり進行している：目標指標の達成に向けて、概ね予定どおり進行している。 

C：予定よりやや遅れている：目標指標の達成に向けて、予定よりやや遅れている。 

D：予定より大幅に遅れている：目標指標の達成に向けて、予定より大幅に遅れている。 
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目標 評価 目標指標 達成状況

1 確かな学力の定着 概ね順調

2 豊かな心の育成 やや遅れている いじめの解消率 C

体力合計点 C

健康な児童・生徒の割合 C

食材に関する体験学習会の開催 A

学校給食における地場産野菜等の品目数 B

4 社会で活きる実践力の育成 概ね順調
「今の中学校に入学してよかった」と
思う生徒の割合

B

5 教員の資質能力向上 概ね順調

6 幼児教育の充実 概ね順調

7 外国語教育の充実 概ね順調 ＡＬＴの人数／ＡＬＴが担当する授業時数 B

8
家庭の経済状況や
地理的条件への対応

概ね順調

9 特別支援教育の充実 概ね順調

10
現代的・社会的課題に対応
した学習等の充実

概ね順調

11 私学の振興
点検及び評価

対象取組み無し

12
質の高い学校教育環境の整
備

点検及び評価
対象取組み無し

13
安心・安全な学校教育環境
の整備

概ね順調 学校施設の耐震化率 A

14 家庭における教育力の向上 やや遅れている
１日３０分以上読書をする児童・生徒の
割合

C

朝食を摂る子どもの割合 C

子どもかがやき教室の実施箇所数 C

16 高等教育の充実
点検及び評価

対象取組み無し

壮年期キャリアアップ補助事業
対象件数

C

市民大学開設コースにおける充足率 B

市立公民館の耐震化率 A

TOYAMAキラリ公益施設の利用者数 C

博物館の入館者数 C

19 文化遺産等の保全・活用 概ね順調

４　基本施策の評価及び目標指標の達成状況一覧

基本的な方向 基本施策

1

公共の精神を重ん
じ、自主性・創造性
を備えた子どもの育
成

やや遅れている

子どもたちが自ら課
題を見つけ、よりよく
問題を解決する資
質や能力、自らを律
しつつ他人を思い
やる心や感動する
心などの豊かな人
間性、たくましく生き
るための健康や体
力などを育み、社会
で活きる実践力を
高める教育が行わ
れていること

3 健やかな体の育成

2

次代を担う子どもた
ちを育む、安心・安
全で質の高い学校
教育環境の整備

生涯学習活動拠点の充実

3

子どもたちが、安
心・安全で質の高
い教育環境のもとで
教育を受けられて
いること

4

やや遅れている

学校・家庭・地域で
取り組む子どもの成
長支援 15 学校・家庭・地域との連携 やや遅れている

18

子どもたちが、学
校・家庭・地域の連
携・協力のもと、基
本的な生活習慣や
社会性を身に付
け、豊かな人間性を
育んでいること

市民による生涯を
通じた教育の充実
と文化遺産等の保
全・活用

刻々と変化する社
会に対応していくた
めに、必要な知識
やスキルを、市民が
生涯を通じて、身に
付けていけること
市民全体が、ふるさ
との自然、歴史、文
化等について学
び、豊かな情操が
養われていること

17 概ね順調生涯学習活動の充実

10



 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 各施策の点検及び評価 
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◆ 基本的な方向 １ ◆ 

公共の精神を重んじ、自主性・創造性を備えた子どもの育成 

 

 

◆目  標◆ 

子どもたちが自ら課題を見つけ、よりよく問題を解決する資質

や能力、自らを律しつつ他人を思いやる心や感動する心など

の豊かな人間性、たくましく生きるための健康や体力などを育

み、社会で活きる実践力を高める教育が行われていること 
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○

○

○

○

○

市独自の学力調査の実施・分析による学力向上の推進

観察・実験活動の充実等による理科教育の推進

小・中学校での９年間の学びを一体のものと捉え、小・中学校の接
続を意識した学力向上を目指す小・中学校の連携

情報化社会のさらなる進展に対応する情報モラル教育の推進

新学習指導要領の着実な実施のための研修会や教材の整備

基本施策１ 確かな学力の定着
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み①　新学習指導要領の着実な実施

決算額
（千円）

担当課

新学習指導要領の 【ねらい】

理念や内容の周知・徹底

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

806

学
校
教
育
課
・
教
育
セ
ン
タ
ー

・　新学習指導要領の理念や内容の周知を継続的・計画的に行っていく。
　また、新たに実施されることとなった外国語科や「プログラミング教育（※）」に
　ついての研修等を推進する。

・　定例校園長会や学校訪問研修会等において、機会をとらえ継続して周
　知されるよう説明の場を設けた。
・　特に学校訪問研修会では、指導主事等が授業を参観し、学習指導要領
　の理念に沿った授業改善の方途を具体的に指導助言した。
・　指導主事や教育専門員等が、高校への接続を意識して中学校教職員や
　児童を対象としたプログラミング教育に関する講座を実施した。
・　外国語科においては、外国語活動で培った力を発揮しつつ、「聞く・話
　す・読む・書く」の４技能の習得をめざし、研修を通して指導力の向上を
　図ってきた。

・　学習指導要領で述べられている主体的・対話的で深い学びの実現に向け、
問題解決的学習（ＰＢＬ）や一人１台端末の活用、イエナプラン教育（※）の要
素等を視点に授業改善を図っていく必要がある。
・　「プログラミング教育研修会」の実施により、高校への接続を意識した指導の
重要性に対する理解が進んだ。さらに、小学校から中学校、高校へと系統的に
学ぶ機会が必要である。小学校から高校までを見据えた指導を考えることで各
段階で培う力を明確にすることができる。

・　学校訪問研修会等で教員の指導の実態を把握し、必要とされる教員研
　修の内容を刷新したり、富山市学校教育指導方針等に問題解決的学習（ＰＢ
Ｌ）や端末の活用、イエナプラン教育の要素を取り入れた具体的な指導
　改善の方途を記載したりするなどしながら、今後も意図的・計画的に資質　能
力の向上や授業改善を図るよう働きかけていく。
・　本市の幼・小・中学校での実施状況を学校訪問研修会等で把握し、必
　要な指導助言を適宜行う。
・　指導主事や教育専門員等が、教職員や児童生徒を対象としたプログラ
　ミング教育に関する出前講座を継続することで、育成すべき資質能力の
　向上を図るよう働きかけていく。また、小学校教員と中学校技術科担当教
　員を対象としたプログラミング教育に関する悉皆研修を実施し、各段階で
　培う力を明確にして、高校の「情報」の授業へのスムーズな接続を図る。

（ ※ ）を付した用語は、巻末に用語説明が掲載されています。（以下、同じ。）

14



取組み②　学力向上の推進

決算額
（千円）

担当課

学力調査実施事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

1,845

学
校
教
育
課

・　本市の中学校生徒の学力を実証的なデータにより把握し、市全体の学
　力向上策ならびに小・中学校における教育課程を見直し、また、子ども一
　人一人の学習意欲の向上に役立てる。

・　中学校1学年入学時や3学年2学期終了時の学力定着状況を、実証デ
　ータに基づき把握し、その後の学習指導の改善・充実に活かした。
・　3年生では、その後の進路指導の資料としても活用し、生徒一人一人が
　自分の努力すべき課題に向かって意欲的に学習に取り組めるよう努め
　た。
・　富山市学力調査（※）の結果を分析し、結果の概要を各学校へ配付し
　た。各学校では、過去のデータと比較分析し、授業改善に向けて手立てを考
えている。

・　中１調査に関しては、4月に学力調査を行うことで、中学校での指導の重点、
　小学校での課題が明らかになった。また、中3調査に関しては、中学校終了時
　の学力を実証的なデータに基づき把握することにより、生徒一人一人の3年間
　の学習の評価を行うことができた。
・　本事業は平成23年度から実施しており、これまでの調査結果から考察したこ
とを授業改善に生かしたり、小中連携による学力向上の取り組みや教職員研
修、学校訪問研修への活用を一層推進したりすることが必要である。
・　指導要領の改訂に伴い、令和3年度から、中学１年生においても英語を含め
た5教科で調査を実施している。

・　本市の学力の定着状況を把握し、具体的な指導や研修に活用しながら、授
業改善に生かす。生徒のさらなる学力の向上を図るため、今後も継続して学力
調査を実施するものとする。
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取組み④　小・中学校の連携

決算額
（千円）

担当課

指導力向上推進事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

816

学
校
教
育
課

・　実践研究拠点校（中学校区）を指定（指定は単年度）して、「確かな学力」
　の育成のための実践研究を行う。実践研究拠点校では、小中連携を中心
　として、義務教育9年間を見通した指導改善に取り組み、成果を市内小・
　中学校に普及させる。

・　平成23年度から、毎年2～3中学校区を小中連携拠点校区に指定してい
　る。令和4年度は、大沢野中学校区、八尾中学校区を指定して、実態に応じ
た連携のための組織づくり、連携内容の研究、確かな学力の育成を図るため
の実践を行うとともに、その研究の成果が
　市内小・中学校に普及するよう努めた。
・　拠点校区では、学力調査の結果を分析し、課題や方策を明らかにし、小・
　中学校の教師が明確な目標を共有した。各学校の取り組み方法を協議し、
　各学校をつなぐ組織を作った。小・中学校の接続を意識した学力向上のた
　めの連携内容を協議し、実践した。
・　中学校へ進学する小学校6年生の様子等について情報交換を定期的に行
　い、中学校生活を安心して始められるように努めた。
・　小・中学校の保健主事や養護教諭等が連絡会を行い、生徒の食物アレル
　ギーやその他の疾患について理解を深めることによって、生徒の健康上の
　諸課題に対応できるように努めた。
・　実践研究拠点校の指定終了後も、各学校では、連絡をとりあう体制や共
　通して定めた目標を受け継ぐなど、継続して小中連携を図っている。
・　引き続き、全小・中学校が参加する研修会や「富山市学校教育指導方
  針」で、研究の成果の普及に努めた。

小中連携拠点校区

・　小・中学校の教員が相互に授業を参観し、研修会を実施することにより、
　小・中学校の学習内容や指導方法について共通理解し、それぞれで身
　につけさせたい力を明確にして授業改善を図ることができた。
・　小・中学校の円滑な接続を意識した学力向上の方策についてのさらなる
　検討が必要である。
・　研究の成果を活用した指導改善を図る必要がある。

・　小・中学校が共通のテーマで取り組むことで、一貫性のある指導を行い、学
　力をより確かに伸ばしていく。
・　小中連携を中心とした学力の育成の重要性について認識を深めるために、
　成果の一層の普及に努める。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

和合中
八尾中

水橋中
大沢野中

三成中
藤ノ木中
城山中

興南中
上滝中

山室中
月岡中
杉原中

南部中
北部中

呉羽中
楡原中

堀川中
岩瀬中

東部中
速星中

新庄中
大泉中

三成中
八尾中
杉原中
山田中

大沢野中
八尾中
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取組み⑤　情報モラル教育の推進

決算額
（千円）

担当課

情報モラル教育の推進 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

4,041

教
育
セ
ン
タ
ー

・　携帯電話（スマートフォン）の所持の割合は、年々増加している。さらに、
　一人1台端末の配備が完了し、活用状況を調査したところ、小学校高学年
　の活用頻度が最も高いことが明らかとなった。そこで、情報社会について
　正しく理解し、情報環境との適切な向き合い方を身につけることをねらいと
　して、「情報モラル小5講座」を行う。

・　市内の全小学校で、学級ごとに、全部で126回、情報モラル講座を行っ
　た。
・　子どもたちへのアンケート結果は、学校と共有することとした。普段は推察
　することができなかった自宅等でのネット利用の実態や悩み等を早期に把
　握できたケースもあり、指導に生かせる有意義な共有となった。
・　教職員研修として４年次悉皆研修「情報モラル教育に関する研修会」を新
　設した。

・　情報モラル小5講座の事後アンケートでは、講座についての「わかりやす
　さ」、「内容」ともに教師も児童も「よい」、「とてもよい」を合わせると9割以上
　となり、有意義な講座であったといえる。
・　講座では、プレゼンテーションやクイズ、新聞記事等を利用したことにより、
　ネット社会の危険性やモラルについて、理解しやすい内容となった。また、
　１クラスごとに講座を行い、グループで考える場面や、全体で発言を聞き合う
　場面をなるべく多くもった。このことにより、生徒たちは、携帯電話（スマート
　フォン）を長時間利用することの弊害や、ＳＮＳを利用する際に気をつける
　ことなど、主体的に考えることができた。
・　「情報モラルに関する研修会」では、一人1台端末やＳＮＳの利用等、子
　 どもたちへの指導の必要性が高まっている中、情報モラルに関する指導
　 のポイントについての理解を深めたり、意見交換を通してよりよい指導の
　 在り方について考えたりすることができた。

・　今後も小学5年生を対象として、心身ともに健全な利用の仕方について考
　え、判断する力を育むことを目指して「情報モラル小5講座」を継続する予定
　である。
・　今後も、情報モラルに関する研修を悉皆年次研修として位置づけることで
　 全教員が確実に情報モラル教育の指導を行えるようにする。
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●基本施策１（確かな学力の定着）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
継続的な研修会の実施等により、各学校において主体的・対話的で深い

学びを目指し、教育活動を推進している。

子どもの主体的な学びを目指し「主体的な学びモデル校・推進モデル

校」や「GIGA推進校」を指定し、市内小・中学校でその具体や成果・課題

を共有し実践につないでいる。

学力調査の実施により、小・中学校での学習指導の成果と課題が明らか

になっている。

小・中学校の連携においては、2中学校区を学力向上拠点校区に指定し

た。小・中学校が互いに情報交換しながら、課題と考えられることについ

て指導改善に取り組むとともに、小学校から中学校への滑らかな接続を意

識した、系統的・継続的な指導を行うことができ、教員の意識改善、授業

改善につながる研修が進められた。
市内小学5年生を対象とした「情報モラル小5講座」では、ＳＮＳ利用時

の注意点やGoogle Workspace for Educationのチャットアプリの利用の注
意点に重点を置いて実施し、情報モラルの向上を図った。
以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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○

○

○

○ 人権教育の推進、道徳教育の推進　　等

スクールソーシャルワーカーの配置により学校と家庭、地域、関係
機関と連携して取り組むいじめ・不登校対策

いじめの未然防止、早期発見、即時対応に組織的に対応できること
を目指すいじめを生まない学校づくり

郷土の多様な自然・伝統・文化・歴史などのよさを学ぶ自然体験活
動、社会体験活動の充実

基本施策２ 豊かな心の育成

19



＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み⑥　いじめ、不登校対策

決算額
（千円）

担当課

スクールソーシャル 【ねらい】

ワーカー配置事業

【実績】

スクールソーシャルワーカーの配置人数・配置校数
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 増減

配置人数 10人 11人 11人 11人 ±0人

配置校数 35校（＊） 42校（＊） 45校（＊） 47校（＊） ＋2校

（＊）その他教育委員会事務局にも配置し、要望のある学校へ派遣している。

不登校児童・生徒の割合（※）(1,000人当たりの不登校児童生徒数)
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 増減

小学校 9.4人 13.2人 17.9人 20.4人 ＋2.5人

中学校 34.0人 35.6人 46.2人 55.7人 ＋9.5人

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

13,472

学
校
教
育
課

・　社会福祉等の専門的な知識や技術を用いながら、関係機関等とのネット
　ワークを活用して問題を抱える児童生徒に支援を行うスクールソーシャル
　ワーカーを配置し、いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待などの問題の
　改善を図る。

・　スクールソーシャルワーカー（※）を配置し、いじめ、不登校、暴力行為、
　児童虐待、ネグレクト、貧困問題などの背景となっている家庭、地域、学
　校、友人関係等の環境に働きかけ、社会福祉等の専門的な知識や技術を
　用いながら、関係機関とのネットワークを活用して、問題を抱える児童生徒
　に支援を行った。
・　スクールソーシャルワーカーを令和2年度以降増員したことにより、福祉、
　医療機関等との連携がより円滑に行えた。また、家庭環境の課題を福祉の
　視点から探ることにより、適切な支援を行うことができた。

令和4年度支援件数　　　　　　　397件

・　家庭環境への悩み等の問題を抱えていた児童生徒に対し、スクールソー
　シャルワーカーが、関係機関と連携を図りながら専門的な立場から支援や
　助言を行ったことにより、不登校が解消されるなど成果が出ている事例もあ
　る。
・　スクールソーシャルワーカーのニーズに応じた適切な配置に努める必要
　がある。
・　スクールソーシャルワーキングの取組みを分析・評価する必要がある。
・　教職員とスクールソーシャルワーカーとの連携を一層強化する必要があ
　る。

･　スクールソーシャルワーカーのニーズが高まり、支援件数が増加傾向に
　あることから、今後ともスクールソーシャルワーカーが児童生徒の置かれて
　いる様々な環境に着目して働きかけることにより、福祉、医療機関等との
　連携を一層強化し、問題の改善を図っていく。加えて、スクールカウンセ
　ラー（※）やカウンセリング指導員との連携を一層図り、きめ細かい支援体
　制を構築していく。
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決算額
（千円）

担当課

スクールカウンセラー 【ねらい】

配置事業

【実績】

スクールカウンセラーの配置校数
令和3年度 令和4年度 増減

小学校 65校 64校 -1校 ※統合により、学校数が

中学校 26校 25校 -1校 　 減少したため

不登校児童・生徒の割合(1,000人当たりの不登校児童生徒数)（再掲）

令和3年度 令和4年度 増減

小学校 17.9人 20.4人 ＋2.5人

中学校 46.2人 55.7人 ＋9.5人

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

いじめ調査委員会 【ねらい】

開催事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

学
校
教
育
課

・　不登校、暴力行為、いじめ、児童虐待への対応といった、学校が抱える
　課題に対する未然防止、早期発見・適切対処につながる効果的な取組に
　ついて実践研究を行い、その成果を普及する。

・　不登校、暴力行為、いじめ、児童虐待への対応について、関係機関等と
　連携を図るため、富山市いじめ問題対策連絡協議会を開催した。
・　いじめ問題対策指導員（※）による個別指導等の実践により、問題を抱
　える子どもが、以前より健全な学校生活をおくり、将来への展望をもつこと
　ができるようになった。

・　いじめ問題対策指導員の派遣要請が増えている。
・　いじめ問題対策指導員と学級担任等の教員が、当該児童生徒の見立て
　と指導方針を共有し、役割を分担して効果的に支援するための方策につ
　いて、今後さらに検討する必要がある。

・　いじめ防止等に関する機関及び団体の連携を図るため、富山市いじめ
　問題対策連絡協議会を開催する。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

459

3,826

学
校
教
育
課

・　いじめ、不登校等、心に悩みを抱える児童生徒、保護者、教職員に対し
　て、臨床心理について高度に専門的な知識・経験を有するスクールカウン
　セラーを学校に配置し、面談してカウンセリング、助言を行うことで、問題の
　解決に努める。

・　県の協力を得ながら、全小・中学校にスクールカウンセラーを配置した。
・　不登校児童生徒の割合は、前年度と比較すると、小・中学校ともに増加
　した。
・　いじめや事件等によりＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等に陥っている
　危険性がある児童生徒に対して、緊急にスクールカウンセラーを派遣し、
　心のケアに当たった。

・　全小・中学校にスクールカウンセラーが配置されているが、不登校児童
　生徒の割合は増加傾向にある。
・　スクールカウンセラーと教職員や他の教育相談員との連携が図られず、
　それぞれ個別に支援するケースも見受けられる。連携を密にした機能的な
　支援について検討する必要がある。

・　各学校では、不登校の前兆を見逃さないよう、アンテナを高くして児童生
　徒を見守るとともに、不登校の前兆に対し、きめ細かい対応やスクールカ
　ウンセラー配置による専門的な活動を継続していく。
・　小・中学校ともに不登校が増加した原因を事例等をもとに検証し、さらに
　相談機能の充実とサポート体制の確立を図り、不登校児童生徒等の減少
　を目指す。
・　SNSを利用したいじめが増えている中で道徳や学級活動の時間におい
　て、いじめに対するリテラシー（対応力）についても指導していく。
・　スクールソーシャルワーカーやカウンセリング指導員との連携を図り、き
　め細かい支援体制を構築していく。
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決算額
（千円）

担当課

不登校児童・生徒相談 【ねらい】

支援事業

【実績】

・　令和3年度は、中学校6校に校内適応指導教室を設置した。

【評価・課題】

【今後の方向性】

学
校
教
育
課
・
教
育
セ
ン
タ
ー

＜校内適応指導教室＞
・　教室で学習等の活動がしにくく、相談室登校や保健室登校を行っている
　不登校傾向にある生徒に対して、校内適応指導教室（※）を設置し、指導
　員を配置することにより安心して登校できる環境をつくるとともに、教室復
　帰への支援を図る。
＜「富山市子どもの村『自然体験』」＞
・　富山市子どもの村における自然体験を通して、不登校児童生徒の主体性を
育み、家から出ることができなかった不登校児童生徒の居場所を創出する。
＜「学校に行きづらい」と感じている子どもたちをサポートしたい！（会の名称）＞
・　不登校児童生徒及び、学校に行きづらいと感じている児童生徒の
　保護者等を対象に、富山市の不登校児童生徒への支援体制に関する
　情報提供と意見交流の場を設け、保護者、学校、教育委員会、関係機関
　との連携を促進する。

＜校内適応指導教室＞

設置校：堀川中、新庄中、山室中、奥田中、大泉中、大沢野中

＜「学校に行きづらい」と感じている子どもたちをサポートしたい！＞
・　令和４年度は、4回開催し、合計36人の保護者の参加があった。

＜校内適応指導教室＞
・　校内適応指導教室において、それぞれの生徒の実態に合わせた支援
　方法が工夫されている。
・　（校内適応指導教室）指導員とカウンセリング指導員、学級担任等との
　連携の在り方について検討を進める必要がある。
・　入級児童・生徒の増加、さらには発達障害傾向のある子ども等、多様な
　子どもたちの通級により、これまで以上に個々の対応が必要となってきて
　いるが、教室が狭いためになかなか思うような活動ができない。
＜「富山市子どもの村『自然体験』」＞
・　参加者が増加している。取り組みたい活動を自分で決め、昨年度からのリ
ピーターと初めての参加者が分け隔てなく活動を行うことで、参加した児童生
徒一人一人が、協働しながら主体的に活動した。
・　tetoruを用いて全保護者にリーフレットを配付するなどより効果的な周知に努
める。
＜「学校に行きづらい」と感じている子どもたちをサポートしたい！＞
・　参加者から、「長く不登校に向き合っている方の話を聞いて勇気づけられ
た」「不登校児童生徒の保護者を支援する団体からの参加もあったため、安心
して話すことができた」などの意見があり、保護者と関係機関との連携だけでな
く、保護者同士のつながりを促進する場となった。
・　この取り組みの趣旨等について、不登校児童生徒及び学校に行きづらい
　と感じている児童生徒の保護者等にさらに周知を図る。

＜校内適応指導教室＞
・　校内適応指導教室を設置し、不登校や教室には入れない生徒が安心
　して登校できる環境をつくるとともに、教室へ復帰するための支援を行う。
＜「富山市子どもの村『自然体験』」＞
・　参加者が自己決定し、協働しながら主体的に活動しようとする意欲を高める
ため、活動内容や実施回数等、参加者のニーズに添えるようアンケート調査を
実施する。
・「富山市子どもの村」に加え、より多くの児童生徒が参加できるよう、市内中心
部に近い「富山市郷土博物館」「富山市科学博物館」「富山市ファミリーパーク」
でも活動を実施する。
・旧八人町小学校体育館でニュースポーツ体験活動を実施することで、交流の
機会を創出する。
・「『学校に行きづらい』と感じている子どもたちをサポートしたい！」と実施時期
を調整することで、参加意欲を高める。
＜「学校に行きづらい」と感じている子どもたちをサポートしたい！＞
・tetoruを用いて全保護者にリーフレットを配付することで、周知に努める。
・不登校が出現しやすい時期に会を設け、少人数グループによるフリートークを
行うことで、保護者同士のつながりを促進する。
・民間のフリースクールや不登校支援団体にフリートークへの参加を要請し、保
護者が様々な立場からの支援方法について知ることができるようにする。

5,251

＜「富山市子どもの村『自然体験』」＞
・　令和４年度は8回開催し、のべ57人の参加があった。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性
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取組み⑧　いじめ防止対策 ●目標指標の設定あり（いじめの解消率）

決算額
（千円）

担当課

いじめ防止対策 【ねらい】

【実績】

いじめ認知件数
令和3年度 令和4年度 増減

小学校 379件 468件 ＋89件

中学校 208件 212件 ＋4件

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

937

学
校
教
育
課

・　いじめの未然防止・早期発見に努めるとともに、発見されたいじめについ
　てはただちに解消されるよう、教職員が一丸となり、組織的に対応できる体
　制づくりに努める。

・　「いじめ防止対策推進法」の施行に伴い、「富山市いじめ防止基本方針」
　を平成25年12月に策定し、いじめ防止、いじめ発生時の対応についての
　方針を明確に打ち出した。また、この方針に基づき、各小・中学校ごとに
　学校独自の「いじめ防止基本方針」を作成し、学校組織としていじめの未
　然防止、早期発見、対処に組織的に対応できる体制づくりに努めた。
・　いじめを生まない学校づくりを目指し、道徳、学級活動の充実を図るため
　幼・小・中学校の教員を対象とした研修を実施した。また、令和 ３4年度は、
　「特別の教科道徳を生かした人権教育」をテーマとした人権教育の指導事
　例集を発行した。
・　「いじめ発見」チェックリスト等のアンケートを効果的に活用し、いじめの
　発見に努めた。

・　令和4年度の富山市のいじめ認知件数について、令和3年度に比べ小学校
　では89件、中学校では4件増加している。いじめの認知件数が増加した理由
　としては、全教職員で子どもたちの見守りを行ったり、アンケート調査を年間
　で数回実施し、実態把握に実直に取り組んだりするなど、初期段階のいじめ
　であっても積極的に認知していることや、全教育活動を通して、「いじめは絶
　対に許されない」という意識を徹底していることが挙げられる。
　また、スマートフォン等を利用した、SNSで特定の相手を誹謗中傷する、
　いわゆる「ネットいじめ」も増加している。
　　今後とも、いじめを未然に防ぐとともに、いじめの早期発見、早期解決に
　努めていく必要がある。

・　各学期末に本市独自の調査を実施することで、いじめの実態把握に努め
　る。
・　いじめの防止及び早期発見に向けて、道徳教育や情報モラル教育を推進
　するとともに、ごく初期段階のいじめ等も積極的に認知するよう周知徹底す
　る。
・　いじめの発生時には、当該児童生徒の保護を最優先にしながら、解消に
　向けて教職員が一丸となり取り組む。また、必要に応じ教育委員会からも
　助言等を行う。
・　定期的なアンケートや面談の実施、また日常の健康観察によって児童生徒
　の変化からいじめの兆候を察知し、迅速に対応できるようにする。
・　児童生徒が「自他の大切さ」を認め、人権感覚を育むことができるように、道
　徳や学級活動、ホームルーム等において児童生徒がいじめに向かわない態
　度・能力の育成に継続的に取り組む。

目標指標
基準数値 目標数値

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

-9.5ﾎﾟｲﾝﾄ

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】毎年実施する「問題行動等調査」に基づく富
山市立小・中学校のいじめ解消率
【考え方】小・中学校でのいじめ解消率の推移に基づ
いて目標を設定し、解消率100%を目指す。

C（予定よりやや遅れている）

分析・評価

　小学校の解消率は77.4％（未解消106件）、中
学校のいじめ解消率は67.0％（未解消70件）で
あったが、年度末に未解消の案件も、加害被害
双方の子ども・保護者に対し慎重・丁寧かつ粘り
強く対応し、次年度以降には解消されるケースも
ある。
　今後もいじめの未然防止に努めるとともに、い
じめ発生時には確実かつ早急に解消するよう努
めたい。

いじめの解消率 92.7% 100% 83.6% 74.1%
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取組み⑪　自然体験活動や社会体験活動の充実

決算額
（千円）

担当課

立山登山奨励事業 【ねらい】

【実績】

　　　立山登山実績
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

団体数 27 36 40 43 41 44

参加人数 1,594人 2,014人 2,327人 2,399人 2,477人 2,472人

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

団体数 41 42 38 2 14 21

参加人数 2,325人 2,195人 1,968人 106人 627人 1056人

【評価・課題】

【今後の方向性】

・　引き続き事業の浸透に努め、参加する児童生徒の増加を図っていく。

取組み⑭　特別支援教育の人的支援

決算額
（千円）

担当課

スクールサポーター 【ねらい】

配置事業

【実績】

スクールサポーターの配置人数・配置校数
令和3年度 令和4年度 増減

小学校 52校 61校 ＋9校

中学校 22校 23校 ＋1校

人数 70人 75人 ＋5人

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

989

学
校
教
育
課

・　県内最高峰の立山に登ることにより、達成感や充実感を味わい、自立
　心の醸成を促すため、立山登山に参加する児童生徒の増加を図る。

・　市立小・中学校における学校行事、またはPTA行事、及び社会教育団
　体等がもっぱら市内小・中学生を対象として実施する立山登山に参加す
　る児童生徒の交通費の一部を補助した。令和3年度より立山（室堂等）周
　辺散策にも交付対象とした。
・　令和4年度は、20校・1団体が実施し、1056人が参加した。
　　（令和3年度実績・・・実施校・団体　12校・２団体、対象人数627人）

・　令和2～3年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあり参加
　団体や参加者数が大幅に減ったが、４年度は感染症対策をとった上で実
　施する学校が増え、立山登山に対する関心は依然高い。学校行事の見直
　しにより立山登山を実施する学校が減少したが、令和3年度から立山（室堂
　等）周辺散策にも交付対象としたこ とを引き続き周知する必要がある。
・　社会教育関係団体等に参加を求め、事業の周知を図っていく必要があ
　る。

84,138

学
校
教
育
課

・　特別支援級や児童生徒個々のニーズに応じた指導を行うスクールサポー
　ター（※）を配置し、よりきめ細かく対応できるよう支援する。

・　通常の学級における特別な教育的ニーズのある児童生徒の増加や、特
　別支援学級の在籍児童生徒の増加により、指導に困難が生じる場合があ
　る。このような学校に対して、スクールサポーターを配置し、個々の教育的
　ニーズによりきめ細かく対応できる体制づくりを支援している。
・　市内小・中学校84校に、75人のスクールサポーター（うち28人は2校勤務）を
配置した。

・　学校において、スクールサポーターの個別の支援によって学習内容を
　理解したり、学級集団の中でコミュニケーションを図ったりする子どもが多く、
　各学校のきめ細かな指導や支援を行う上で不可欠な事業となっている。
・　特別な支援を必要とする児童生徒が年々増加しており、対応に苦慮して
　いるため、1校に複数配置したり、2校を兼務するスクールサポーターを増やし
　たりするなど、工夫に努めている。

・　配慮を要する児童生徒が増加する中、学校のニーズ及び配慮を要する
　児童生徒の状況を把握したうえで、スクールサポーターの学校毎の配置
　人数、配置校、勤務時間帯等を引き続き工夫していく。また、より一層効果
　的な支援ができるように、市教委主催のスクールサポーターを対象とした研
　修を実施して専門性を高めるとともに、教員等と連携を図りながら配慮を
　要する児童生徒一人一人に応じた支援に努める。
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●基本施策２（豊かな心の育成）の評価・分析●

＜評価＞ やや遅れている

＜分析＞
いじめ、不登校対策関係事業では、いじめの認知件数については、小学

校、中学校ともに増加しており、それらの年度内の解消率については、小
学校、中学校ともに低下した。不登校の出現率が令和3年度に比べて小学
校、中学校ともに増加している。これらは、近年、複雑な事例も増えてお
り、解消に時間を要するものもあることが要因となっており、各学校では、
一人一人に状況に応じた支援の推進や不登校・いじめの防止・即時対応に
努めているが、より一層、保護者のみならず、スクールカウンセラー、ス
クールソーシャルワーカー等の専門職との連携をより密にした継続的な支
援体制を構築していく必要がある。

立山登山奨励事業により立山登山に参加した人数は、令和2年度は新型
コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で大幅に減少したが、令和3年度
は回復傾向となり、令和4年度は感染症対策をとった上で実施する学校が
増え、立山登山に関する関心は依然高い。平成25年度以降、一定程度の参
加者があることから、事業が浸透していることがうかがわれる。

スクールサポーター配置事業は、市内小・中学校の特別な支援を必要と
する児童生徒にきめ細かく対応する人的支援であり、成果が大きい。今後
も学校のニーズを把握したうえで適切な配置に努めていく。

以上のことから、基本施策全体について「やや遅れている」と評価する。
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○ 運動能力調査等の実施・結果分析・改善策の実施による体力向上の推進

○ 生活習慣病の予防、食育の推進

基本施策３ 健やかな体の育成
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み⑮　体力の向上 ●目標指標の設定あり（体力合計点）

決算額
（千円）

担当課

体力の向上（全国体力・ 【ねらい】
運動能力、運動習慣等
調査）

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

―

学
校
教
育
課

・　全国との比較で、子どもの体力の向上に係る施策の成果と課題を把握し、
　その改善を図るとともに、そのような取り組みを通じて、継続的な検証改善
　サイクルを確立する。

・　 令和４年度８種目全て実施した小学校５年男子は1,475名、女子は1,488名、
　中学校２年男子は、1,452名、女子は1,354名であった。各種目の平均は表の
　とおり。

・　全8種目を合計した数値である体力合計点を全国平均点と比較すると、小５男女、
　中２男女で全国平均を上回った。
　種目別にみると、小５男子では6種目、小５女子では7種目、中２男子で5種目、
　中２女子で4種目において全国平均を上回った。

・　教育活動全体を通して、継続的に体力向上に取り組み、運動の楽しさを感じ
　られるようにするとともに、運動習慣の定着を図る。
・  特に中学校女子の体力向上に向けて、体育の授業を中心に「運動量の確保」ととも
に、運動する心地よさを体感することや心身の健康と運動との関係を理解することなど
生涯スポーツに繋げられるような視点も大切にする。また、約６割の女子生徒が加入す
る運動部活動においては、「運動量の確保」とともに「様々な動き」を取り入れた活動の
充実を図る。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ Ｒ５ R３ R4

体力合計点 51.4点 51.9点 50.7点 49.6点 -1.1点

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】「全国体力･運動能力、運動習慣等調査（小学
校5年・中学校2年対象）」における体力合計点の本市
平均点
【考え方】毎年、前年の本市平均点を上回る。

C（予定よりやや遅れている）

分析・評価

　本市平均点を令和３年度と比較すると、小５男女は同等であっ
たが、中２男女において下回った。種目別にみると、小５男子では
6種目、小５女子では7種目、中２男子では7種目、中２女子では5
種目において令和３年度平均点を下回った。

（ ）内はＲ３

種目
 握力
 (ｋｇ）

上体起こし
（回）

長座体前屈
（ｃｍ）

反復横とび
（点）

２０mシャトルラ

ン(回)
５０m走
（秒）

立ち幅とび
（ｃｍ）

ソフト(ハンド）ボー
ル投げ（ｍ）

富山市
16.24

(16.24)
18.72

(19.01)
33.78

(33.10)
42.06

(42.74)
49.25

(49.57)
9.53

(9.50)
155.49

(155.72)
20.84

(21.06)

富山県
16.55

(16.41)
18.98

(19.07)
33.89

(32.76)
42.80

(43.16)
50.96

(51.53)
9.54

(9.49)
155.06

(155.72)
21.52

(21.71)

全　国
16.21

(16.22)
18.86

(18.90)
33.79

(33.48)
40.36

(40.35)
45.92

(46.83)
9.53

(9.45)
150.83

(151.41)
20.31

(20.58)

富山市
15.81

(16.03)
18.00

(18.07)
38.37

(37.78)
40.65

(41.07)
39.89

(39.68)
9.69

(9.66)
150.20

(150.66)
14.19

(14.20)

富山県
16.23

(16.34)
18.19

(18.23)
38.39

(37.27)
41.51

(41.59)
42.27

(42.05)
9.65

(9.63)
150.41

(150.89)
14.46

(14.40)

全　国
16.10

(16.09)
17.97

(18.08)
38.18

(37.90)
38.66

(38.72)
36.97

(38.15)
9.70

(9.64)
144.55

(145.18)
13.17

(13.30)

富山市
28.51

(28.77)
25.41

(26.30)
44.10

(44.41)
51.43

(51.41)
78.47

(80.96)
8.12

(8.04)
198.28

(200.04)
20.61

(20.62)

富山県
28.73

(28.92)
25.19

(25.77)
44.24

(44.73)
51.01

(51.52)
80.56

(82.72)
8.10

(8.07)
199.09

(200.88)
20.67

(20.90)

全　国
28.99

(28.80)
25.74

(25.99)
43.87

(43.67)
51.05

(51.19)
78.07

(79.88)
8.06

(8.01)
196.89

(196.36)
20.28

(20.31)

富山市
22.74

(22.85)
21.38

(21.65)
46.05

(45.23)
45.82

(45.90)
52.00

(55.00)
9.00

(8.88)
169.85

(167.68)
12.84

(12.76)

富山県
22.90

(23.17)
21.27

(21.84)
46.32

(46.08)
45.93

(46.28)
54.13

(56.67)
8.99

(8.90)
170.08

(170.71)
12.95

(13.01)

全　国
23.21

(23.43)
21.67

(22.32)
46.07

(46.20)
45.81

(46.25)
51.60

(54.24)
8.96

(8.85)
167.04

(168.15)
12.45

(12.72)

小学校
 

５年

【男子】

小学校
 

５年

【女子】

中学校
 

２年

【男子】

中学校
 

２年

【女子】
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取組み⑯　生活習慣病の予防 ●目標指標の設定あり（すこやか検診の結果、健康な児童・生徒の割合）

決算額
（千円）

担当課

小児生活習慣病予防 【ねらい】

対策事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

86.9% 93.0% 84.6% 83.7% -0.9ポイント

【説明】すこやか検診における要医療・経過観察の判
定を受けていない児童生徒の割合
【考え方】第2次富山市総合計画前期基本計画にお
ける令和3年度目標数値とする。

Ｃ（予定よりやや遅れている）

分析・評価

　検診結果による「健康な児童生徒」の割合は令和3年度と比較
して0.9ポイントの減となった。今後、「要医療」判定の児童生徒へ
の受診勧奨を強化していくとともに、すこやか教室を確実に受講
するよう周知を図っていく。

名称 検査項目

すこやか検診
・事前健康調査（生活習慣及び家族歴）・肥満度算出・血圧測定・腹囲測定
・血液検査（総コレステロール、HDLコレステロール、GPT検査、貧血検査、HbA1c検査）
・トリグリセライド（中性脂肪）検査（平成１５年度から小学生を、平成19年度から中学生を対象に実施）

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

26,450

学
校
保
健
課

・　生活習慣病の病状を有する子どもや、将来その病気になりやすい子どもを早期に
発見し、生涯にわたって健康な生活を送ることができるように総合的な事後指導を行
い、生活習慣の改善を図る。

・　小学校4年生と中学校1年生等を対象にすこやか検診を実施したところ、
　6,754人（受診率90.1％）が受診した。
・　食事の影響を受けずに糖尿病の進行度がわかる高精度なHbA1c検査を実施した。
・　この検診結果で、要医療・経過観察の判定を受けた児童生徒及び保護者を対象
　に、完全予約制で医師と栄養士による個別相談を実施した。

・　市単独事業であり、他都市との比較はできないが、受診率は90％を超えてい
　ることから、生活習慣病予防に対する保護者の意識は高いと考えられる一方、
　受診しない子や保護者の意識啓発が必要である。

・　健康な児童生徒の割合を増加させるために、学校における保健指導や食指
　導を活用し、正しい生活習慣を身に付けさせることに積極的に取り組む。
　また、要医療と判定された児童生徒の保護者に対して、懇談会等を通して医療
　機関への受診を勧めるなど生活習慣病予防に努める。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ Ｒ５ R３ R４

すこやか検診の結果、
健康な児童・生徒の割合

指標の説
明／
目標設定
の考え方

実績数値（Ａ）
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取組み⑰　食育の推進 ●目標指標の設定あり（食材の体験学習会の開催回数、給食の地場産野菜等の品目数）

決算額
（千円）

担当課

食育（※）と地産地消の 【ねらい】

推進

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

学校給食における地場産野菜等の

品目数

食材に関する体験学習会の開催

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】食材に関する体験学習会の開催回数
【考え方】平成30年度までの5年間で目標達成できな
かったため、今後も学校で積極的に学習会を行う。

Ａ（予定どおり進行している）

分析・評価

　食材に関する体験学習会の開催は、令和4年度は目標数値を上回っ
た。学習会は、学校給食に使用している地場産野菜、果物、魚、豆腐の
生産者や納入業者等から直接話を聞くことで、食材がどのようにして給
食に届くのか理解を深めることができる。また、実際の食材を見たり
触ったりすることで食への興味を持つことができることから、今後も積極
的に行う。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ R５ R３

40品目 34品目 38品目 +4品目

年15回 年20回 年21回 年24回

R４

+3回

38品目

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

―

学
校
保
健
課

・　生産者や食に関わる活動に対する理解や感謝を深め、子どもたちの豊かな
　人間性を育む。

・　食育については、学校全体で計画的に推進し日常の食事を大切にする心や学校
　給食を通じて望ましい食習慣の形成に努める。
・　地場産野菜等の使用については、入荷量が少ない場合であっても、その入荷量に
　見合った学校に振り分けて納入したり、出荷計画表を参考に献立を作成する等取組
　みを継続的に行う。
・　県や国の指標等を踏まえ、品目数での目標指標の見直しが必要である。
・　食材に関する体験学習会の開催については、今後も（公財）富山市学校給食会を
　通じて学校に周知するとともに、各業者へ協力を呼びかけていく。

・　希望があった学校の子どもたちを対象に、学校給食に使用している地場産野菜
　などの生産者や納入業者等が食材に関わる地域の自然や文化、産業等の解説を
　する体験学習会を、（公財）富山市学校給食会と24回開催した。
　また、学校給食に使用した地場産野菜等の品目数については、令和3年度と比較
　し、4品目多い38品目となった。

・　食材に関わる体験学習会の開催は、目標値の20回を上回り達成した。
・　学校給食における地場産野菜等の使用品目数は、目標値の40品目を下回って
　いるが、令和3年度と比較すると、4品目増加させることができ、目標まで２品目と
　なった。
・　地産地消の指標について、富山県食育推進計画（第4期）では、地場産食材の
　活用率（重量ベース）を、また、国においては、金額ベースとしている等、本市の
　品目数だけでは、給食食材全体量に対する使用割合が把握できないため、県内
　や他都市と比較できない。また、品目だけに偏ると、不作や物価変動による献立の
　変更、給食費調整等が困難である。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ Ｒ５ R３ R４

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】学校給食に使用する富山県産の野菜及び果
物の品目数
【考え方】毎年、平成29年度実績の基準数値を上回
る。

B（概ね予定どおり進行している）

分析・評価

　目標数値である40品目の収穫時期に合わせた献立を作成するほか、
地産地消の推進に積極的に取り組んだ結果、令和3年度と比較すると、
4品目増加させることができ、基準数値と同値になったが、気象の影響
で収穫時期が大きくズレ込んだ品目が使用できなかったこと、不作、食
材の高騰により、基準数値を上回ることができなかった。
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●基本施策３（健やかな体の育成）の評価・分析●

＜評価＞ やや遅れている

＜分析＞

令和４年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査において、令和３年度

と比較したところ、ほとんどの学年・種目で令和３年度平均点を下回った。

今後、さらなる体力向上を図るためには、体育の学習や体育的行事、運動

部活動等との関連を図り、運動時間の確保と様々な動きの習得が必要であ

る。このため、「富山市学校教育指導方針」の中で、体力向上を図る方針

を明確にして徹底を図ることなどを継続して行っていく。

生活習慣病の予防においては、検診を実施するとともに、要医療・経過

観察の児童生徒及び保護者を対象に、医師・管理栄養士による個別相談の

事後指導を行い、児童生徒の健康の増進を図ったが、改善には至らなかっ

た。

食育の推進においては、実際の食材を見たり触れたりすることで食への

興味を深める体験学習会を積極的に実施した。また、目標の品目数には及

ばなかったが、地場産野菜等の活用に努めた。

以上のことから、基本施策全体について「やや遅れている」と評価する。
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○

○

将来の夢や生き方を考える体験学習の機会としての「社会に学ぶ
『14歳の挑戦』」事業によるキャリア教育の推進

子どもが自ら入学したい中学校を選択できる学校選択制の実施に
よる、中学校生活への自主的・自律的な心構えの育成

基本施策４ 社会で活きる実践力の育成
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み⑱　キャリア教育の推進

決算額
（千円）

担当課

地域ぐるみこころの 【ねらい】

教育推進事業

（１４歳の挑戦）

【実績】
・　平成11年度より実施。平成13年度から市内全中学校で実施。　

      受入事業所数及び生徒数 （単位：事業所、人）

【評価・課題】

【今後の方向性】

　<傾向>
・　新型コロナウイルス感染症の状況に左右されることがあり、実施期
　間や形態を工夫している学校がある。

・　1班4名程度の班単位で活動し、各班には各事業所の職員による
　指導ボランティアが配置されている。指導ボランティアは生徒の実態
　に応じた活動を準備し、働くことの意義や大切さを教えている。
・　体験内容は、勤労生産活動、福祉・ボランティア活動、文化芸術
　活動等、多種多様である。
・　ほとんどの生徒が校区内の事業所で活動するなど、地域で生徒を
　育てるという体制が構築されている。
・　生徒自身は活動を楽しみにしており、「社会の厳しさや労働の大
  切さを実感した。」との声があるなど、その成果も大きい。

・　今後も地域の協力と理解を得ながら、活動を継続していく。
・　学校や地域の実情に応じて柔軟に実施できるよう、検討を行ってい
く。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

7,599

学
校
教
育
課

・　中学2年生が5日間、学校外で職場体験をすることで、規範意識や
　社会性を高め、将来の自分の生き方を考える。

・　令和4年度は、全中学校が実施した。

商業・
サービス

医療・
福祉

公共機関
教育・
保育

その他
事業所
合計

生徒数

R2年度

R3年度 91 15 0 0 0 106 307

R4年度 412 105 170 156 217 1,060 3,348

中止
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取組み⑲　学校選択制の実施 ●目標指標の設定あり（今の中学校に入学してよかったと思う生徒の割合）

決算額
（千円）

担当課

学校選択制施行事業 【ねらい】

【実績】

入学者数に占める学校選択制利用者数の割合（％）

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

＋0.1ポイント
97.5%

（アンケートは３年に１度実施）

「今の中学校に入学してよ
かった」と思う生徒の割合

97.4% 100.0% 97.4%

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】学校選択制に関するアンケート（23年
度以降3年に１度実施）「今の中学校に入学し
てよかったと思いますか」の質問に対して、「よ
かった」「だいたいよかった」と答える生徒の割
合
【考え方】全ての生徒が、自分で選択し、入学
した中学校での生活に満足することを目指
す。

　　Ｂ（概ね予定どおり進行している）

分析・評価

　平成29年度と、令和2年度のアンケート調査（中１）と
を比較すると、入学した中学校に満足している生徒の割
合が微増であることから、本市のねらいは概ね達成され
ていると考えている。
　令和4年度に行った中学3年生を対象にした追跡調査
においては、中学1年時(R2)の結果と比較すると、若干
の減少傾向が見られたが、生徒全体の96.4％が満足し
ている結果から、本市のねらいは概ね達成されていると
考えている。

学
校
教
育
課

・　自ら希望した中学校へ進学することで、中学校生活への自主性・主
 体性を育てる。

・　平成20年4月から市立中学校において、学校選択制（※）を導入し
 た。
・　市立中学校を選択する際に必要な学校情報を提供するため、小学
 校6年生児童及び保護者向けに、学校選択制実施のための冊子「富
 山市立中学校紹介」を作成した。また、各中学校で学校公開日を設け
 て、授業、部活動、学校行事等を参観できる機会を提供した。

・　学校選択制に関する過去のアンケート調査の結果から、入学した中
  学校に満足している生徒の割合が高いことなどから、本市のねらいが
  概ね達成されていると考えている。
・　希望者の多い学校では抽選が行われ、全ての生徒が希望どおりの
　学校に入学できない場合がある。
・　様々な地区から生徒を受け入れることで生徒の通学範囲が広がり、
　教員の負担が大きくなっている。

・　今後も校長や保護者等の意見を聞きながら、よりよい制度となるよう
　努めていく。
・　令和2年度まで、3年に1度、中学1年生の生徒及び保護者を対象
　として入学してよかったかどうか満足度の調査を行ってきた。さらに、
　令和元年度から、当該学年が中学3年生に進級した時点での追跡
　調査も行っており、これらの結果を基に制度を評価していく。
・　令和2年度のアンケート調査の結果によると、自らが希望した中学校
　に入学したにも関わらず満足していない生徒が、わずかではあるが
　2.5％いることから、個別に相談を受けながらきめ細やかに対応して
  いく。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

H29 Ｒ５ Ｈ２９ Ｒ２

750

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

3,432 3,414 3,350 3,349 3,274

193 224 202 240 230

5.62 6.56 6.03 7.17 7.03

入学者数（人）

学校選択制の利用者数
（人）

入学者数に占める学校選択制利
用者数の割合（％）
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●基本施策４（社会で活きる実践力の育成）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
「14歳の挑戦」は令和4年度は全校実施し、将来の職業選択等について考え

るきっかけづくりに努めている。

学校選択制の実施については、令和４年度に行ったアンケート調査の結果に

おいて、生徒全体の96.4％が満足している結果から、本市のねらいが概ね達成

されていると考えている。
以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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○

○

○

○ 教育委員会主催の研修会や校内研修会の活性化による体罰のない学校
づくり

ベテラン教員の授業技術等の継承とともに、優れた資質・能力と高い
使命感を兼ね備えた教員を養成するための様々な教職員研修の充実

教員の負担軽減に向け、複式学級のある小規模校への学習補助員の配
置や、特別な教育的ニーズのある児童生徒への対応としてのスクール
サポーターの配置

ＩＣＴを効果的に活用した授業の充実と校務支援システムによる教員
の負担軽減

基本施策５ 教員の資質能力向上
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み⑳　教職員研修の充実

決算額
（千円）

担当課

教職員研修事業／ 【ねらい】

研修事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

1,341

学
校
教
育
課
・
教
育
セ
ン
タ
ー

・　優れた資質能力と強い使命感を兼ね備えた教職員を養成するため、
　市教育委員会が教職員研修を全面実施する。

・　管理職研修会においては、現場の諸課題について、教育行政の幹部やベテ
　ラン校長から、具体的な対応策を学ぶことができた。今後見込まれる教員の大
　量退職に備え、ベテラン教員に代わり若手教員に指導力が身につくように研修
　の充実等を図っていく必要がある。
・　演習が多く実践的な内容の研修は満足度が高かった。特に、初任研では、
　受講者の横のつながりをつくることを意識し、できるだけ演習の時間を設ける
　ようにする。
・　授業研究では、子どもの姿をもとにした協議を行うことが難しかった。
・　単元構想、授業づくり、子どもへの対応等、受講者にとって新たな視点を増やす
きっかけとなった。
・　「とやま技塾」は、自主的に学ぼうとする意欲のある教員に満足度の高い研修と
なった。

・　管理職研修会においては、今後も、現場のニーズを的確に把握し、研修
　内容に反映させていく。
・　年次が浅い教員同士の横のつながりをつくるため、演習やフリートークの場を
　積極的に取り入れる。
・　若手の研修内容に子どもを見る視点について学ぶ場を設定するとともに、外部講
師を招いた研修会を行う。
・　受講者が学んだことをアウトプットできるように、さらに演習の時間を充実させる。
・　　「とやま技塾」は、今後も教員のニーズをとらえ、小中学校双方の教員にとって
魅力的な講座を開設することに努め、充実を図っていく。
・　コロナ禍にあり、立山登山を実施する学校が変動的であるため、実施校数を
　適宜把握し、講習会の内容について成果と課題を踏まえて検討を重ね、今後
　も安全に集団登山が実施されるよう、より一層の充実を図っていく。

・　管理職研修会においては、教育長、事務局次長を講師とし、それぞれの職に
　おける使命を自覚させるとともに、ベテラン校長を演習の指導助言者とし、学校
　経営の具体について理解を深めることができた。また、法務指導監を講師とし
　て、講話を行うことで、法的な側面から学校における危機管理を学ぶ機会とな
　った。
・　教員のキャリアに応じた研修を実施した。
　　（初任者・新規採用教員研修会、２年次教員研修会・３年次教員研修会、
　６年次教職員研修会、中堅教諭等資質向上研修会、16年次教職員研修）
・　年次研における授業研究の公開授業数を１５校から３６校に増やし、１授業あたり
の参観者数を減らすことで、子どもを丁寧に見取ることができるようにした。
・　カリキュラム・マネジメント、特別な教科道徳の指導、特別な支援を必要とす
　る児童生徒への支援等、今日的な課題に関する研修の充実を図った。
・　ベテラン教員の指導力を若手教員に継承することを目的とした研修会「とやま技
   塾」は、１１の講座を開設し、小・中学校教員のべ１９３人が受講した。
・　立山登山引率者研修会は、学校行事として計画している７校から７名の教員が
　参加し、立山登山を安全に実施するための指導法に関する研修を行った。
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決算額
（千円）

担当課

とやま教師塾事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

主体的な学び研修会事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

365

学
校
教
育
課

・　中堅教員が、自主研修の一環として｢とやま教師塾｣に参加することを通じて、
　教員の資質向上と幅広い人間性の形成を図る。

・　平成23年度から、教員としての資質向上と幅広い人間性の形成を図ることを
　目的として、勤務時間外や休日に自主研修の一環として参加する研修を行っ
　ている。
・　令和4年度受講生　小学校教諭13名　中学校教諭1名　計14名
　　全8回の研修内容
　＊新型コロナウイルス感染症の感染状況への対応として全8回のうち第4、5回は
　　 縮小開催
　①富山市長、大いに語る
　②瞬間問答!！－会話の達人に聞く「粋な問答の極意」－
　　 落語家三遊亭　良楽氏　講演
　③未来を走る－全ての人の幸せと発展のために－
  　 株式会社品川グループ本社代表取締役社長　品川　祐一郎氏　講演
　④「とほ活」しながら「まちなか」探検
　⑤ミュージカル、舞台の裏側を探る　劇団四季観劇
　⑥まいどはや！富山やくぜん　くすりの街とやま －体験ツアー－
　⑦とっておきのグラスで乾杯！　ガラス作品制作体験
　⑧教育長が熱く語る・閉講式
・　受講生は、教育に限らない幅広い研修を体験することで、識見を広め、人間
　性や社会性を高めようとすることができた。

・　様々な分野の講演や体験を通して、受講生は興味・関心を広げ、教員として
　の資質向上に生かそうとしている。
・　本研修の趣旨「教員としての資質向上」「幅広い人間性の形成」に適したさら
　なる研修内容の充実が求められている。

・　教員としての資質向上と幅広い人間性の形成を図る研修内容となるよう企画
　し、実施する。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

139

学
校
教
育
課

・　「主体的な学び推進校」のモデル校を指定するとともに、「主体的な学び」につい
て互いに語り合う自主研修会を立ち上げ、各小・中学校において「富山市学校教育
指導方針」の重点事項「主体性のある子どもの育成」に向けた取り組みを推進する。

・　「主体的な学び推進モデル校」において授業を３回公開、受講者による授業を４
校で公開し、学習課題や手立てについて振り返り、単元づくりや授業の構想につい
て意見を交流したり、各自の実践を持ち寄り、紹介しあったりした。

・　モデル校や受講者による公開授業を観察することで子どもの主体性をはぐくむた
めの単元構想や手立ての在り方について、具体的に話し合う場となっている。
・　受講生が「子どもの主体性をはぐくむ」ために、より具体的な学びの場となるよ
　う研修内容を充実させていく。

・　「主体性のある子どもの育成」を目指し、モデル校以外の受講者にも授業公開の
機会を設定し、受講生の学びが確実なものとなるよう、よりよい研修を目指して実施
する。
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決算額
（千円）

担当課

児童・生徒理解研修 【ねらい】

事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

403

教
育
セ
ン
タ
ー

・　いじめや不登校問題など、今日的課題に焦点をあてた研修を行い、講師より
　意見や助言を得ることで、児童・生徒理解に基づく教育活動に役立てる。
・　子どもとのかかわり方や教員自身の悩みについて、臨床心理士が助言するこ
　とで、子ども理解や教職員の心的負担を軽減する。

○児童生徒理解の視点から学級経営につなぐ研修
　・　「主体的・対話的で深い学び」の土壌となる学級づくりに向けて学級活動の
　　意義と方法についての研修を実施した。
〇カウンセリング講座
  ・　学校カウンセリングの基本的な理論と技法について学び、教育相談活動に
　　役立てる研修を実施した。
○不登校等の対応に関する研修会
　・　不登校等の問題に向き合う教職員の姿勢、考え方について研修を実施した。
○家庭との連携に関する研修会
　・　学校・教師と保護者が良好な関係を構築するための対応について研修を実
　　施した。
○先生のための相談会
　・　令和４年度は、１６回開催し、合計１７名の教職員の参加があった。

  ・　児童生徒の実態に即した研修内容に対する受講者の評価は高かった。
　 また、演習形式・体験型の研修では、受講者の積極的な姿勢が随所に見られ
　 た。
  ・　学級経営や不登校については、悩みを抱えている教員が多い。研修会では、
   日ごろの悩みを互いに聴き合う受講者の姿が見られた。
　・　児童生徒が自己実現を目指し、且つ、互いに認め合う学級経営が行われる
　 よう、研修内容のさらなる充実を図る必要がある。
  ・　先生のための相談会では、参加者から職場・家庭での人間関係、職務、不
　 登校傾向・特別な支援を必要とする子どもとのかかわり方について、専門的立
　 場から助言を得ることができてよかったという意見があった。

・　今後、さらに受講者のアンケート項目を精選し、研修の成果を確認することで、
　教育的ニーズに応えられる研修プログラムの充実を図っていく。
・　カウンセリング講座では、臨床心理士を講師に迎え、事例を通して学ぶ機会を
　 設ける。
・　年間３回の３年次研修会では、外部講師を招いた研修会と授業研究を関連づ
　 けた研修内容を取り入れる。
・　研修会等の機会を利用し、教職員のメンタルヘルスサポートだけでなく、支援
　が困難と感じる児童生徒への具体的対応等、幅広く対応できることを周知する
　ことで、先生のための相談会の参加者数増加に努める。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性
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取組み㉑　教員の負担軽減に向けた対策

決算額
（千円）

担当課

校務支援システムの活用 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

学習補助員やスクール 【ねらい】

サポーターの配置

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

・　学習補助員については、複式学級が複数ある学校でも、多人数（13名以上）
　の複式学級が複数ない場合は1名の配置であることから、増員を希望する学校
　もある。
・　スクールサポーターについては、概ね学校教育を支える活動となっている。
　学校からは増員や継続して勤務していただけるよう要望もある。

・　今後、複式学級が増えていく可能性があるため、学習補助員の確実な配置が
　できるように人材確保に努める。
・　スクールサポーター、学校の要望をよく聞きながら、スクールサポーターの力
　を発揮しやすい環境作りのためによりよい配置を検討する。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

42,089
・　成績処理について、複数の作成物（出席簿、児童名簿、あゆみ、指導要録）
　が連携されており、作業時間の短縮につながっている。
・　掲示板機能を活用することで、教育委員会・学校間だけでなく、学校内での
　情報共有が簡易に行える。一方で、情報伝達手段が複数ある状態であり、業
　務効率化の観点から機能の一元化を図る必要がある。

・　継続して校務支援システムを効果的に活用する方法を各学校へ周知し、さら
　なる校務の効率化を図る。
・　教育ネットワークの更改を見据え、校務支援システムのクラウド移行への準備
　を進める。

教
育
セ
ン
タ
ー

・　校務支援システム（※）を効果的に活用し、校務の効率化、教職員の負担軽
　減を図る。

・　中学校へは平成29年11月、小学校へは平成31年3月に校務支援システムを
　導入。
・　令和4年度には、小・中学校教職員を対象とした校務支援システム操作研修
　会を3回開催するなど、システムの円滑な運用に努めた。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

113,213

学
校
教
育
課

・　複式学級のある小規模校において、教員数が少ない学校の運営を支援し、
　学校教育の充実を図る。
・　特別な教育的ニーズのある児童生徒の在籍する通常の学級において、授業
　を中心に担任の補助を行う。

・　令和4年度は、複式学級のある学校8校に、1名ずつ学習補助員を配置している。
　２つの学年の授業を一度に展開する複式学級において、担任が直接指導してい
る
　学年ではない学年の指導を行ったり、教材研究や準備においても担任の補助をし
　たりしている。
・　令和4年度は75名のスクールサポーターを84校に配置した。特別な配慮を要する
　児童生徒に寄り添う等、担任だけではできない対応ができている。
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決算額
（千円）

担当課

部活動指導員の配置 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

教員の勤務実態の把握 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

4,059

学
校
教
育
課

・　学校の働き方改革を進める上で、少子化により学校規模が縮小等する中で、
　教師の部活動指導に係る負担が増えている現状を踏まえ、教師の負担軽減と
　子どもの学びの充実の両面につなげる。

・　平成30年4月から、中学校4校、5部活に5名を配置している。
・　令和4年度は8校、11名を配置している。

・　配置された学校においては、顧問教諭の負担軽減に効果があったという意見
　がある。
・　顧問教諭の生徒と向き合う時間や校務分掌の時間確保、生徒への専門的指
　導による競技力向上などの効果がみられた。

・　現在の取り組みを継続し、教員の負担軽減や生徒の競技力向上につなげて
　いく。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

2,100

学
校
教
育
課

・　管理職が適切に教職員の勤務時間を把握することを通して、長時間勤務の縮
　減に努め、教職員が子どもたちとしっかり向き合うことができる環境を整える。
・　また、教職員自らも勤務時間の把握を通して、効率的な業務の遂行や健康の
　維持・増進への意識の高揚につなげる。

・　平成29年6月から、小学校6校、中学校5校をモデル校として、試験的に「出
　退勤時刻及び休日出勤　自己管理システム」の運用開始。
・　平成30年4月から、富山市内全小・中学校で運用開始。
・　令和元年9月1日から、校務支援システムを利用したＩＣカードによる「教職員
　出退勤管理システム」に移行し、運用開始。

･　ＩＣカードを使った管理システムの運用に移行したことにより、より客観的な教員の
　勤務実態を把握することが可能となり、長時間勤務者との面談を設け、健康状態
の
　把握や業務の改善へとつなげている。
・　教職員が、自己の勤務時間を客観的に把握することで、業務の効率化に向けて
　の意識の高まりが見られる。
・　文科省ガイドラインでは、超過勤務が一月あたり原則45時間、特例的にも複数
　月の平均で80時間を超えないとなっているが、富山市の令和4年度の実績は、
　1時間21分（小学校38時間42分、中学校46時間16分）となっており、令和3年度と
　令和4年度を比較すると、一月当たりの平均超過勤務時間が、小学校は2時間
　48分減少し、中学校では1時間52分減少している。
・　現在のシステムでは、国のガイドラインで示されている１年間の超過勤務時間
　の集計や直近２か月から６か月の個人の平均値の集計ができない。

・　時間外勤務の縮減に向けて、実効性のある業務改善を推進し、教員が子ども
　と向き合うことのできる時間を生み出していけるように、これまで以上に支援す
　る。
・　令和4年度は、コロナ禍の学校行事の在り方を見直すとともに、校時表の見直し
　を進める学校が増えた。今後も、教育的効果を考慮した上で必要なものと縮小
　可能なものを精選し、優先度を考えて取り組むなどの教育活動の見直しを図る。
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決算額
（千円）

担当課

教職員のストレスチェック 【ねらい】

の実施

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

・　集団ごとの職場分析結果を校長に情報提供し、校内衛生委員会等での活用
　を図り、職場環境の把握と改善の取り組みに活用する。

・　継続して実施し、教職員のストレスへの気づきを促すとともに職場環境の改善
　により、メンタルヘルス不調を防止していく。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

1,476

学
校
保
健
課

・　教職員のストレスの程度を把握し、教職員自身のストレスへの気づきを促すと
　ともに、職場環境改善につなげ、働きやすい職場づくりを進めることによって、
　教職員がメンタルヘルス不調になることを未然に防止する一次予防を目的とす
　る。

・　ストレスチェック（57項目）を実施し、受検者に対してストレスチェック個人結果
　を通知するとともに、高ストレス者へは、医師による面接指導を勧奨した。
・　また、集団ごとの集計及び分析は、業務改善や研修等に活用し、職場環境改
　善によるメンタルヘルス不調の防止を目的として実施した。
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取組み㉒　ＩＣＴの活用

決算額
（千円）

担当課

教育機器特別整備 【ねらい】

充実事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

情報教育推進事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

187,654

教
育
セ
ン
タ
ー

・　令和2年度までに児童生徒一人につき１台の端末（計　31,223台）を配備し、
　全ての小・中学校において、校内通信ネットワークの改修や無線LAN環境の整
  備、普通教室へのパソコン用充電保管庫を設置した。
・　生活保護または就学援助を受けている世帯を対象として、家庭にWi-Fi環境が
  ない児童生徒に学習用モバイルルーターを貸し出した。
・　授業を担当する教員に一人1台端末の追加配備を行った。
・　授業における優れた実践事例を集めてデータベース化し、市内教職員に共有
　した。

・　全ての小・中学校において日常的な活用が可能な環境が整い、令和4年11月に
　実施したアンケートで小・中学校の教員の約95％が、児童生徒は積極的に端末を
　活用していると回答しており端末活用が進んできている。
・　令和4年度は「使い慣れる」を合言葉に端末活用を推進した。端末の活用が進ん
　だ学校がある一方で、活用が進んでいない学校があるなど格差が見られる。

・　GIGAスクール構想の実現に向け、一人１台端末や高速通信環境の効果的な
　活用に関する教職員研修を引き続き実施するとともに、授業における優れた実践
　事例を市内教職員が共有できるよう、データベースの充実を図る。
・　一人１台端末の活用によって増加するデータ通信量を注視し、通信ネットワーク
　の増強等、適宜、必要な措置を講じる。
・　GIGAスクール推進校１校、GIGAスクール推進モデル校４校を指定し、公開校内
　研修会や公開授業の実施をすることで、授業と校務での利活用を一層推進する。

4,040

教
育
セ
ン
タ
ー

・　「教育の情報化」を目指し、情報モラル指導の理解と実態に合った指導、教科
　指導におけるICT活用等を推進する。

・　子どもたちのICTの利活用実態を調査するための各種アンケートの処理・集計
　を行った。
・　ICT活用（一人１台端末やオンライン授業、情報モラル）に関する出前講座は、
　延べ3校、受講者145人を対象に実施した。
・　大学から講師を招き、4年次教職員を対象に情報モラル教育に関する研修、
　5年次教職員を対象に、一人１台端末の活用に関する研修会を開催した。

・　子どもたちのICTの利活用実態の調査結果を市内各校と共有することで、実態
　の把握や指導に活用した。
・　ICT活用に関する出前講座では、各校のニーズに応じた内容を扱うことで、情
　報活用能力に関する理解をより深めることができた。
・ 講師を招いての研修会をとおして、受講者は、情報モラルの指導やGIGAスクール
　構想の基本方針、国の最新の動向、授業における一人１台端末の活用について、
　理解を深めた。

・　子どもたちのICTの利活用実態を継続して調査することで、実態の変容を捉え、
　施策の有効性や今後の方向性を検討する。
・　学校の要望に応じてICT活用に関する出前講座等の研修を継続する。
・　引き続き、専門的な知識を有した県内外の講師による研修を行うことで、変化
　する情報化社会に対応した情報モラル指導の在り方やGIGAスクール構想の実
　現に向けた一人1台端末の効果的な活用について理解を進める。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

・　Society5.0（※）時代を生きる子どもたちに必要な情報活用能力の育成を図る
　ため、文部科学省の「GIGAスクール構想」に則り、小・中学校における校内通信
　ネットワークの改修や無線LANの整備、児童生徒および教職員の一人１台端末
　の配備を行う。
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決算額
（千円）

担当課

ICT活用推進事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

23,182

教
育
セ
ン
タ
ー

・　「教育の情報化」を目指し、学校におけるICT（情報通信技術）環境の整備
　を進めるとともに、ICT機器活用の促進を図る。
・　小学校で令和2年度から、中学校で令和3年度から完全実施された学習指導
　要領におけるプログラミング教育について、教員の指導力向上を図る。

・　ＩＣＴ支援員が年間２回程度小・中学校を訪問し、一人1台端末に関する授業支
　援や教職員向けの研修等を行った。
・　情報活用能力に関する概要や実践等について学ぶ研修会を2回開催した。
・　高校の「情報」の授業へのスムーズな接続を図るために、中学校技術科担当
　教員を対象とした悉皆研修を行った。
・ プログラミング教材の紹介や貸し出しを行った。実績として、延べ23校を対象に、
　629台のプログラミング教材を貸し出した。

・　ICT支援員の訪問時に、端末活用やオンライン授業の方法等に関する具体
　的な支援を受けることにより、一人1台端末を積極的に活用する学校が増えた。
・　端末の操作に不慣れな教員や、ICTに苦手意識をもつ教員がおり、引き続き
　 ICT支援員による個別のサポートや研修が必要である。令和5年1月のアン
　 ケートでは、授業での端末活用頻度について、学校間、教員間格差が見られた。
・　研修会の実施により、教員の情報活用能力に関する理解を深めることができ
　た。
・　プログラミング教材の貸し出し要望が多数あり、各学校において、積極的に活用
　が行われた。要望へ迅速に対応できるように機器の追加整備を進める必要があ
る。

・　各学校における活用を支援するICT支援員を継続して派遣し、一人１台端末の
活用の推進を図る。
・　GIGAスクール構想の実現に向け、一人１台端末や高速通信環境の効果的な
　活用に関する教職員研修を引き続き実施するとともに、授業における優れた実
　践事例を市内教職員が共有できるよう、データベースの充実を図るとともに周知
　に努める。
・　GIGAスクール推進校１校、GIGAスクール推進モデル校４校を指定し、公開校
　内研修会や公開授業を実施し、授業と校務での利活用を一層推進する。
・　小学校教員、中学校技術科担当教員を対象としたプログラミング教育に関する
　教職員研修を実施し、高校の「情報」の授業へのスムーズな接続を図る。
・　プログラミング教材を追加購入することにより、学校のニーズに合わせて、プロ
　グラミング教育が実施できるようにする。
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・　中学
校1学

●基本施策５（教員の資質能力向上）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
教職員研修の充実については、受講者に行ったアンケートの回答から

研修会への高い満足度がうかがえるため、一定の成果があったと分析す
る。また、新型コロナウイルス感染症対策を図りつつ、ほぼすべての研
修会を対面集合で行うことで、受講者同士のつながりをつくることがで
きた。

「とやま教師塾」は、コロナ禍であったが8回のゼミナールの2回を縮

小し開催した。小・中学校教諭14名が参加し、「自分を耕し、自分を伸

ばす」のテーマのもと、本研修でしか得られない人との出会い、市の施

策に関する豊かな経験を体験することで、社会人として、そして教育者

としての資質向上を図った。

研修会では、講義と演習をバランスよく取り入れるなど、受講者が主

体的に研修に参加できるよう運営を工夫しており、それぞれの研修会に

おいて受講者の積極的な姿勢が見られた。

校務支援システムの活用により、指導要録等、複数の作成物の出力に

かかる負担が軽減され、成績処理等の作業が時間短縮できている。また、

掲示板機能を利用し、学校間の情報共有が簡易に行えるようになってい

る。このほか、学習補助員やスクールサポーター、部活動指導員の配置

により、学級担任の負担軽減に繋がっている。

ＩＣＴの活用については、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、一人

１台端末使用時の通信状況を改善するとともに、各学校におけるＩＣＴ

を効果的に活用した授業づくりの研修やサポート、優れた実践事例が市

内教職員で共有できるようにデータベース化を行った。令和4年11月に

実施したアンケートで小・中学校の教員の約95％が、児童は積極的に端

末を活用していると回答しており端末活用が進んできている。

また、高校の「情報」の授業へのスムーズな接続を図るために、中学

校技術科担当教員を対象とした悉皆研修を行った。併せてプログラミン

グ教材の貸し出し等の実施により、プログラミング教育の推進を図った。

以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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○ 幼児一人一人の具体的な指導計画、家庭との十分な連携などを通し
た幼児教育の充実

基本施策６ 幼児教育の充実
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㉕　幼児教育の充実

決算額
（千円）

担当課

幼稚園子育て支援事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

5,866

学
校
教
育
課

・　幼児一人一人の特性に応じた具体的な指導計画を作成することにより、子
　どもの発達の状況に応じた幼児教育を提供する。
・　幼児が様々な人やものとの関わりを通して多様な経験をすることにより、心
　身の調和のとれた発達を促す。
・　預かり保育や親子サークルを実施し、子育て支援を充実させる。

・　富山市学校教育指導方針に基づき、幼児一人一人の特性に応じた具体
　的な指導計画を作成するとともに、その見直し・改善に努めた。
・　特別な支援を必要とする幼児が増加しており、専門機関等と連携しながら
　個別指導計画を作成し、個々の幼児の状態等に応じた指導に努めた。
・　遊びを通して多様な学びが得られるよう、地域の自然と触れ合う機会を設け
　たり、高齢者や異年齢の子ども等と共に行う行事を実施した。
・　預かり保育は、幼稚園での教育時間を弾力的に運営することにより子育て
　を支援することを目的に、教育課程に係る教育時間終了後等における教育
　活動として、希望者を対象として行っている。幼稚園全園で実施され、5園で
　年間延べ7,579人が利用した。
・　親子サークルは、子育て支援を目的として、子育て中の保護者のために
　未就園の親子の登園の受け入れや、乳幼児期の相談や情報提供、保護者
　同士の交流の機会の提供を行うもので、幼稚園5園中4園で実施しており、
　年間138回開催され、年間延べ1,152人の親が子と共に利用した。コロナ禍
　においても、保護者からの相談・交流の場の提供に対するニーズは強く、
　園においては、要望の高い分野の講師を招くなど、効果的な運営に努めて
　いる。

・　幼児教育については、指導計画の作成・見直しを行うことで幼児一人一人
　の特性に応じた幼児教育の提供ができた。
・　園内研修において互見保育を実施し、多面的に幼児を理解する研修を今
　後も実施するとともに、教員同士が話合う時間を確保し、指導の改善を図っ
　ていく必要がある。
・　預かり保育は、利用者が多く、ニーズの高さが伺われる。指導員の確保が
　難しい園もある。
・　親子サークルは、地域によっては少子化が進み利用者が減少している園も
　あるが、子育て中の保護者にとっては、家庭以外で他の親子とかかわりなが
　ら過ごし、子育ての悩みを相談できる大切な場である。幼稚園入園前の幼
　児のほか、乳児の参加も増えているため、年齢に応じた実施方法や活動内
　容を工夫する必要がある。

・　幼児一人一人に応じた指導計画の作成とその見直しを今後も行い、当該
　指導計画に沿って幼児教育を提供していく。
・　預かり保育は、家庭や地域での多様な体験を踏まえ、園の実情に合わせな
　がら地域の人的・物的資源を活用していく。
・　親子サークルを通して、子育て家庭及び地域の子育て力向上のため子育
　て支援を充実させる。
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●基本施策６（幼児教育の充実）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
幼児教育については、幼児一人一人の特性に応じた指導計画の作成・見直

しを行い、また、地域の自然と触れ合う機会を設けたり、高齢者や異年齢の
子ども等と共に行う行事を実施するなど、その充実に努めている。

預かり保育、親子サークルは、ともに、保護者のニーズに応じて実施して

いるところであり、今後も継続して実施していくことが必要である。

以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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○ 子どもがネイティブな発音に触れる機会の充実を目指したＡＬＴ
（外国語指導助手）の配置などの人的支援

基本施策７ 外国語教育の充実
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㉖　外国語教育の人的支援 ●目標指標の設定あり（ALTの人数・ALTの授業時数）

決算額
（千円）

担当課

外国語指導助手配置 【ねらい】

事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

0

+2.3時間

達成状況

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

164,660

学
校
教
育
課

・　小・中学生の英語コミュニケーション能力の向上を図るとともに、英語教育の
　充実及び国際理解の推進に努める。

・　英語教育の充実及び国際理解の推進に努めるため、外国語指導助手（ALT）
　を配置した。
・　令和3年度２学期からALTを6名増員し、全小・中学校91校2分校に配置する
   ことで、小学校3・4年生で年30回程度、5・6年生で年39回程度、中学校では
　 年22回程度、ALTとの授業を行った。
・　学期ごとに各学校からALT指導実施状況の報告を受け、実態把握に努めた。

・　ALTを配置することで、ネイティブな発音に触れる機会が増え、音声の着実な
　習得とコミュニケーション意欲の向上が見られた。
・　令和2年度から小学校3・4年生において外国語活動が始まり、5・6年生の英語
　が教科化されたことから、小学校での授業時数が増加した。ALTを増員した
　が、新型コロナウイルス感染症に伴う、学級・学年閉鎖の影響もあり、授業時数
  の大幅な伸び率は見られなかった。
  新型コロナウイルス感染症が５類感染症に引き下げられ、令和元年度以前の
　形態に戻りつつあるため、今後は、各学校がALTを積極的に活用し、授業時
　数を確保していく必要がある。

・　ＡＬＴが担当する目標授業時数を小中学校ともに確保し、子どもがネイティブ
　な発音に触れる機会を増やすとともに、授業の質の向上を図っていく。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

・ＡＬＴの人数 21人 33人 33人 33人

・ＡＬＴが１学級あたり担当する授業時数 21.6時間 29.2時間 26.5時間 28.8時間

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】・ＡＬＴの人数（市全体）
　　　 　・1学級当たりＡＬＴが担当する授業時数
　　　　　（年間）
【考え方】1学級当たり、小学校では外国語活動・外
国語科の年間時数の半分程度、中学校では１週間
に4時間ある英語のうち１時間（年間140時間の
1/4、35時間程度）を、ＡＬＴとＴＴ（ティーム・ティー
チング）が行えるように配置する。

Ｂ（概ね予定どおり進行している）

分析・評価

  令和3年度2学期からはALTを6名増員し、配置の
見直しを行ったところ、ＡＬＴのネイティブな発音や表
現に触れる機会が増えることで、主体的に英語を用
いてコミュニケーションを図ろうとする意欲が向上し
ている。
　令和4年度は、ALTによる授業実施数の伸び率が
やや増加に留まった。新型コロナウイルス感染症に
よる学級閉鎖や学校行事の日程変更等により、ALT
の配置日に授業が設定できなかったことが要因であ
ると考えている。
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決算額
（千円）

担当課

小学校外国語活動 【ねらい】

充実事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

小学校教員語学 【ねらい】
研修事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

503

学
校
教
育
課

・　小学校において、教員が実践的な授業力を身につけることを目指す。
(令和４年度に「小学校教員海外
語学研修事業」から事業内容を
変更）

・　令和７年度までに指定校より１名を選出し受講する悉皆研修とし、令和４年度
　は１６名の教員が参加した。
・　富山市立富山外国語専門学校や株式会社インタラックの講師（ネイティブス
　ピーカー）による３日間の集中研修を行い、研修は英語で行い、ワークショップ
　形式とした。
・　ワークショップでは、学習者のように指導方法を体験し、分かりやすい英語の
　使い方や実際に英語で授業をするための方法を学んだ。

・　研修の参加者は、勤務校で英語教育の推進リーダーとして、授業公開や研修
　会で研修内容を伝達した。
・　教員の外国語に対する意欲と指導力の一層の向上が求められている。

・　令和７年度までに全小学校からの推薦者が参加することとし、全小学校におけ
　る英語指導力の底上げにつなげる。

学
校
教
育
課

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

3,547

・　小学校において、担任が単独で自信をもって外国語活動を実施できるよう、
　外国語活動支援講師（※）の配置により教員の指導力の向上を目指す。

・　小学校外国語活動における担任の指導力向上のために、小学校８校に外
　国語活動支援講師2名を配置した。また、配置校の近隣の学校の教員を対象
　に、公開授業を行い、指導法を広め、小学校外国語活動の質の向上を図っ
　た。
・　小学校外国語活動・外国語科研修会において、10月実施のワークショップ
　等を通して、主体性をはぐくむ言語活動の工夫やＩＣＴを用いた指導、バック
　ワードデザインを中心とした授業の展開例を学んだ。

・　外国語活動支援講師を派遣することで、担任は指導・助言を受けることが
　でき、指導力の向上につながっている。
・　教員の外国語活動に対する意欲と指導力の一層の向上が求められている。

・　公開授業の実施、研修会の実施を通して、小学校3・4年生の外国語活動、
　小学校5・6年生の外国語科の授業に対応できるよう指導力の向上に努めて
　いく。
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●基本施策７（外国語教育の充実）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
外国語指導助手配置事業、小学校外国語活動充実事業により、小学校外国

語活動から中学校の英語の授業への接続がスムーズに行われており、一定の

効果があったと分析する。

ＡＬＴが担当する授業時数は、令和2年度から小学校で新学習指導要領が

実施されており、小学校3・4年生で年間35時間、小学校5・6年生では、年間

70時間の外国語科の実施となった。そのため、小学校での授業時数が大幅に

増加しており、令和3年度の2学期からＡＬＴを6名増員したことにより目標

数値を達成し、外国語教育の充実を図っている。今後は、小学校教員語学事

業等の研修の内容を充実させ、教員の外国語指導力の向上を目指す必要があ

る。

以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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○

○

すべての子どもたちが安心して教育を受けられるよう、経済的な支
援を実施

学校の統合等により、遠距離通学をする児童生徒に対して、スクー
ルバス等の運行や通学費の補助を実施

基本施策８ 家庭の経済状況や地理的条件への対応
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㉗　就学援助の実施

決算額
（千円）

担当課

経済的困難を抱える 【ねらい】

家庭に対する就学援助

【実績】

　令和4年度実績 （単位：人、千円）

【評価・課題】

【今後の方向性】

取組み㉘　通学支援

決算額
（千円）

担当課

スクールバスの運行 【ねらい】

【実績】 （単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度

大沢野 2,621 3,220 3,502

（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度

婦中 5,810 5,860 5,120

細入 3,021 3,086 3,437

水橋 － 117 11,778

八尾 － 118 10,885

※水橋地区・八尾地区では、令和４年４月の学校統合にあわせて本格運行を実施した。

【評価・課題】

【今後の方向性】

・　就学に必要な援助を行うため、継続して実施する。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

224,853

学
校
教
育
課

・　経済的な理由により就学が困難な児童生徒に学用品等の援助を行うことで、
　就学の機会を保障し、児童生徒の健全な育成を図る。

・ 令和4年度の認定者数は、前年度に比べ減少した。引き続き、制度の周知を
　行い、必要な援助を行う必要がある。

　・遠距離通学をする児童生徒の通学支援のため、継続して実施する。
　・今後統合を実施する学校においては、統合によって遠距離通学となる児童
　生徒を対象に、新たにスクールバスの導入を検討する。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

44,626

学
校
教
育
課

・学校の統合等により、遠距離通学をする児童生徒のため、スクールバス等を
　運行する。

地区
タクシー借上料

地区
スクールバス運行委託料

　・スクールバスを運行することにより、児童生徒の通学支援となっている。

区分　　 小　　学　　校 中　　学　　校

備   考

　　費目 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額

新入学学用品費
(入学後支給)

77 4,163 54 997 35 2,100 47 1,348 小１、中１

新入学学用品費
(入学前支給)

131 7,082 228 13,680 新小１、新中１

新入学学用品費
(差額支給)

140 420 小１、中１

学用品費等 1,298 18,995 274 1,870 823 21,117 137 1,294

給食費 1,286 68,854 322 8,064 795 49,186 129 3,822

修学旅行費 207 923 52 146 256 17,242 42 1,409 小６、中３

校外活動費 168 347 68 277

体育実技用具費 285 372 119 437 柔道、スキー

医療費 1 6

通学費 2 36 9 659

計 1,359 101,162 332 11,113 842 104,039 143 8,532

※人数の計は、いずれかの費目を援助した人数の総数を表す。

要・準要保護 特別支援 要・準要保護 特別支援
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●基本施策８（家庭の経済状況や地理的条件への対応）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞

経済的な理由により就学が困難な児童生徒に学用品等の援助を行うことによ

り、就学の機会を保障し、児童生徒の健全な育成を図ることができた。
また、学校の統合等により遠距離通学をする児童生徒に対し、スクールバス

等の運行や通学費の補助を行うことで児童生徒の通学を支援した。
以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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○

○

保護者への相談会や教員に対する研修、富山市特別支援連携協議会
の設置による関係機関との連携を通した特別支援教育の充実

一人一人のニーズに応じた支援を行うためのスクールサポーターの
配置などの人的支援

基本施策９ 特別支援教育の充実
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㉙　特別支援教育の充実

決算額
（千円）

担当課

特別支援教育総合 【ねらい】

推進事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

131

学
校
教
育
課

・　幼稚園から中学校までの発達障害を含む幼児児童生徒一人一人の教育的
　ニーズに応じた適切な指導や必要な支援を行うため、関係機関と連携した特
　別支援教育の総合的な支援体制を推進する。
・　特別な支援が必要な子ども及びその保護者に対し、情報の提供や相談会の
　実施等に取り組み、柔軟できめ細やかな対応ができる一貫した支援体制を構
　築する。

・　関係機関（恵光学園、県立特別支援学校、小学校、中学校、保育所、幼稚
　園、大学、教育事務所、総合教育センター、市）で組織する富山市特別支援
　連携協議会を設置している。協議会では、特別な支援が必要となる可能性の
　ある子ども及び保護者を対象とした特別支援教育に関する相談会(さわやか
　相談会）を開催するとともに、関係機関との連絡調整を行った。さわやか相談
　会の開催回数及び相談者数は年々増加してきたが、令和2年度は新型コロナ
　ウイルス感染症の影響で減少した。令和3年度、4年度には、再び増加した。

・　学校への巡回相談や特別支援教育に関する研修会を実施した。
・　全小・中学校の特別支援コーディネーターを対象にした特別支援教育コー
  　ディネーター研修会は集合型で実施し、講師を招いて特別支援コーディネ
　　ーターの役割について聴講したり、校内における特別支援教育の体制づく
　　りについてグループで演習を行ったりしながら学んだ。

　　これらにより、特別な支援が必要な子ども及び保護者に対する支援体制の
　充実と特別支援教育の体制整備が推進された。

・　障害のある子どもに対する早期からの特別支援教育を総合的に推進するた
　め、市教育委員会、学校、学識経験者、医療、福祉等、関係機関が連携し、
　特別支援教育の充実を図るよう努めている。
・　さわやか相談会の相談を通して、保護者や園・学校等と早期から連携できる
　ようになり、適切な就学に結び付くケースが増えている。
・　特別支援教育コーディネーター研修会を機に、支援を要する子どもに関す
　る情報共有が進み、校区の小・中学校の連携が深まってきている。
・　様々な障害に対応する専門的な相談員の確保が必要である。
・　特別支援学級等担当教員の資質向上が求められている。

・　特別な支援を必要とする子どもを支援するにあたり、関係機関との連携を図
　るため、富山市特別支援連携協議会を設置する。また、特別な支援を必要と
　する子どもが増加し、ニーズも多様化していることから、特別支援教育の研修
　会を充実させ、資質向上に努める。

年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3 R4

開催回数 5回 6回 7回 8回 11回 12回 10回 11回 12回 12回

相談者 52組 59組 66組 87組 84組 98組 92組 58組 83組 89組

さわやか相談会開催回数
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●基本施策９（特別支援教育の充実）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
特別支援教育総合推進事業については、本市独自で設置した特別支援連携

協議会を核として、保護者等への情報提供や相談会の開催、教員対象の研修
会が有効に機能している。
令和4年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の対策を取りながらさわ

やか相談会を実施したため、前年度と比較し、相談者数が増加、かつコロナ
禍前の状況に戻りつつある。

以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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○

○

○

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の考え方を生かした学習活
動の推進やユネスコスクールへの加盟奨励、「富山ＥＳＤ講座」の
実施などによるＥＳＤの推進

各教科、特別の教科である道徳、特別活動、総合的な学習の特性に
応じ、ＳＤＧｓに関する学習の実施や環境に関わる施設への訪問、
出前授業等による環境教育の推進

避難誘導訓練や日頃の学習を通した防災教育の推進

基本施策１０ 現代的・社会的課題に対応した学習等の充実
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㉚　ＥＳＤの推進

決算額
（千円）

担当課

ＳＤＧs－ＥＳＤ推進事業 【ねらい】

【実績】

　　ユネスコ・スクール加盟状況

加盟年度

Ｈ21年度 中央小学校

Ｈ22年度 五福小学校、寒江小学校

Ｈ23年度

Ｈ24年度 堀川小学校、光陽小学校

Ｈ25年度 古沢小学校、神通碧小学校

Ｈ26年度

Ｈ27年度

Ｈ28年度 楡原中学校

Ｈ29年度

Ｈ30年度 奥田北小学校

Ｒ1年度

Ｒ2年度

Ｒ3年度

Ｒ４年度

※八尾小学校が加盟申請中

【評価・課題】

【今後の方向性】
・　本市は平成30年6月に国から「SDGｓ未来都市」に選出されたことから、
　環境や社会の課題に意識を向け、自ら考えて行動できる「将来の富山市民」
　を育成するために、今後もESD講座を定期的に開催していく。
・　各学校においては、SDGs-ESDに関する取り組みを継続して実施していく。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

62

学
校
教
育
課

・　将来にわたって安心して生活できる持続可能な社会の実現に向けて取り
　組むための教育（ESD（※））の普及を図るため、学校教育の中で取り組む
　ことのできるESDにかかわる活動を推進する。

・　関係教育機関やユネスコ協会等と連携・協力し、富山ESD講座を市内小学
　校において３回開催し、ESDの考え方を生かした学習活動の推進に努めた。
・　令和４年度は、ＥＳＤやＳＤＧｓ（※）の視点を取り入れた学習活動について、
　オンラインと集合を交えた形式で、発表したり、児童生徒の交流を行ったりし
た。

加盟校

・　学校におけるESDに対する認識は着実に高まってきている。
・　小・中学校におけるESDの取り組みを各校に紹介するとともに、ＳＤＧｓと関連
　づけて幅広く普及を図る必要がある。
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・　中学
校1学

　　●基本施策１０（現代的・社会的課題に対応した学習等の充実）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞

ＥＳＤの推進については、ＥＳＤ講座やシンポジウムの開催を通して、Ｅ

ＳＤに対する認識を高め、普及を図ってきた。ＥＳＤの取り組みが着実に学

校教育の中で実施され、確かな広がりがある。

また、ユネスコ・スクールについては、これまでに9校が加盟し、1校が加

盟申請中である。

本市は平成30年6月、国から「ＳＤＧｓ未来都市」に選出されたことから、

ＥＳＤの考え方を生かした今日的な課題を解決するためのＳＤＧｓへの取り

組みを推進しているところであり、ＳＤＧｓとＥＳＤと関連づけながら、理

念のさらなる普及に努めていく必要がある。
以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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◆ 基本的な方向 ２ ◆ 

次代を担う子どもたちを育む、安心・安全で質の高い学校教

育環境の整備 

 

 

◆目  標◆ 

子どもたちが、安心・安全で質の高い教育環境のもとで教育

を受けられていること 
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○

○

○

安全で快適な教育環境を整備するとともに、地域住民の避難所とし
ての役割を果たすため、学校施設の耐震化促進

それぞれの学校（園）規模の利点を尊重しながら、児童生徒（園
児）数の動向に適切に対応した学校・幼稚園の適正配置

学校安全パトロール隊やスクールガード・リーダーなどによる通学
路の安全対策　等

基本施策１３ 安心・安全な学校教育環境の整備
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㉟　耐震化・防災強化の推進、非構造部材の点検・改修 ●目標指標の設定あり（学校施設の耐震化率）

決算額
（千円）

担当課

耐震化・防災強化の推進 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

用語 工事内容 相当する事業

改築
老朽化により構造上危険な状態にあったり、教育上、著しく不適当な状態
にあったりする既存の建物を建て替えること。対象は旧耐震基準で建設さ
れた建物であり、耐震性能向上も兼ねている。

校舎改築事業
屋内運動場建設事業

老朽改修

耐震補強事業

経年劣化した建物の部分又は全体の原状回復を図る工事や、建物の機
能・性能を求められる水準まで引き上げる工事を行う。既存の学校建物を
建て替えずに改修すること。 大規模改造事業

耐震補強 既存建物に、耐震壁や筋交い等を設け、耐震性の向上を図ること。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

1,468,454

学
校
施
設
課

・　昭和56年までの旧耐震基準で建設され老朽化した学校施設について、耐
　震性能を向上させるとともに、近年の教育の多様化、高度化に対応した施設
　整備を行う。

○校舎改築事業
　小学校（2校）　事業費　477,596千円
　　　　・奥田、堀川（その２）
　
　中学校（3校）　事業費　824,105千円
　　　　・西部（その２）、和合、上滝

○屋内運動場建設事業
　中学校（2校）　事業費　166,753千円
　　　　・速星、山室

・　国の補正等を活用して、改築事業の前倒しを行うなど、早期の耐震化完了
　に向けて取り組み、令和3年度末に耐震化率100％を達成した。

・　安心・安全な教育環境を継続的に確保するため、長期的な視点をもって老
　朽化した校舎の改築や大規模改修等を行う。

目標指標（各年度末時点）
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ Ｒ３ R３ R４

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】小・中学校施設における耐震化率
【考え方】令和3年度末までに100％を目指す。

A（予定どおり進行している）

分析・評価
　経済対策による国の補正等を活用して、改築事業
の前倒しを行うなど、早期の耐震化完了に向けて取
組み、令和3年度末に耐震化率100％を達成した。

学校施設の耐震化率（※） 0.0ポイント100.0%100.0%100.0%88.6%
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決算額
（千円）

担当課

学校施設整備事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

長寿命化対策事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

学
校
施
設
課

・　小・中学校校舎、屋内運動場、グラウンド及び附帯設備等の施設の損耗に
　対する復旧措置を行うとともに、教育環境の改善に必要な施設の整備、充実
　を図る。

・　老朽化が著しい施設や設備等の必要最低限の整備・改修並びに非構造
　部材の耐震化として、令和４年度は校舎、屋内運動場、グラウンドの改修及び
　附帯設備等の施設の改修等を行った。
　　　小学校　事業費　　222,632千円
　　　中学校　事業費　　187,293千円

・　早期に改修等を進めるため、有利な補助金や起債等を積極的に活用し、
　財源の確保を図ることが必要である。

・　老朽化が著しい施設や設備等の必要最低限の整備・改修を行う。
・　引き続き、校舎、屋内運動場、グラウンド及び附帯設備等の施設の損耗に
　対する復旧措置を行うとともに、教育環境の改善に必要な施設の整備、充実
　を図る。

409,925

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

5,397

学
校
施
設
課

・　長期的な視点を持って学校施設の更新や計画的な改修、予防的な保全を
　行い、施設の長寿命化を進めることにより、トータルコストの縮減と財政負担
　の平準化を図るとともに、安心・安全な教育環境を継続的に確保する。

小学校 点検業務 　　　　　　　　　　　　　（委託料）　4,741千円
中学校 点検業務　　　　　　　　　　　　 　（委託料)　　 656千円

・　人口減少による税収の減少や、社会保障関係費の増加など、一層厳しい財
政状況が想定される中、「富山市学校施設長寿命化計画」に基づき、トータルコ
ストの縮減と財政負担の平準化や、安心・安全な教育環境の確保に向け、長寿
命化改修の実施時期等を検討した。

・　将来的な児童生徒数の減少から、小中学校の学校規模適正化を図るため、
学校再編計画で示される考え方や方針を反映しつつ、今後の施設の改修等を
実施していく。
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取組み㊱　学校の適正配置

決算額
（千円）

担当課

学校再編推進事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

取組み㊲　市立幼稚園の適正配置

決算額
（千円）

担当課

市立幼稚園の適正配置 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

―

学
校
教
育
課

・　社会情勢の変化や、少子化の進行状況を踏まえながら、市立幼稚園の果た
　す役割を考慮した上で、将来を見据えた市立幼稚園の今後のあり方につい
　て検討していく。

・　市立幼稚園の適正配置については、平成21年5月に策定した「富山市立
　幼稚園適正規模・適正配置推進計画」に基づく「今後の推進計画」を作成
  し、推進している。
・　平成25年に「今後の推進計画」を作成した時点より、園児数の変化等が見ら
　れたことから、令和2年5月に計画を見直した。
・　計画に基づき、令和4年度末に大沢野幼稚園を廃止した。また、令和5年4月
からは、大久保幼稚園を隣接する大久保保育所と統合し、幼保連携型認定こど
も園に移行した上でこども家庭部の所管とした。

・　当該推進計画に基づき、適正配置の推進に向けて継続的に取り組んできて
　いる。

・今後もこれまでの経緯を踏まえ、園児数の推移や私立幼稚園、保育所、認定
こども園との役割分担等を考慮しながら、市立幼稚園のあり方を検討していく。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

26,568

学
校
再
編
推
進
課

・　子どものより良い学びを保障し、教職員の質を高めるなど、教育環境を整え
　るために、学校再編は避けて通れない課題であると考え、小・中学校の再編
　計画を策定し、着実に推進する。

・　令和4年2月に策定した「富山市立小・中学校再編計画」について、市内13か
所において地域説明会を開催した。また、再編対象とした小学校のある地域の
自治振興会と個別に意見交換を行った。
・　学校再編の影響を一番受けると想定される児童・未就学児の保護者に対し
アンケート調査を実施した。

・　再編対象とした小学校1校について、教育委員会として統合を決定すること
ができた。
・　学校再編を推進していくため、学校再編計画を広く周知するとともに、地域
　や保護者の方々との意見交換の機会を設け、議論を重ねていく必要がある。

・　令和4年度に統合を決定した学校について、統合に向けた最終調整を行っ
ていく。
・　学校再編等の情報をニューズレターとして保護者向けに発行するなど、学校
再編への理解醸成をはかる。
・　「富山市立小・中学校再編計画」を議論のたたき台に、地域や保護者との意
見交換を行いながら、学校の適正配置の進捗を図る。
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●基本施策１３（安心･安全な学校教育環境の整備）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
耐震化・防災強化の推進、非構造部材の点検・改修について、財政状況

の厳しい中で、経済対策による国の補正等を活用して、改築事業の前倒し
を行うなど、早期の耐震化完了に向け取組み、令和3年度末に耐震化率
100％を達成した。

学校施設の長寿命化対策については、令和2年度に策定した「富山市学
校施設長寿命化計画」に基づき、トータルコストの縮減と財政負担の平準
化や、安心・安全な教育環境の確保に向け、今後の長寿命化改修の実施時
期等を検討した。

学校の適正配置については、再編対象とした小学校1校について、教育
委員会として統合を決定するに至った。引き続き、学校再編計画をたたき
台として地域や保護者との議論を重ねながら、学校再編の進捗を図ってい
く必要がある。

市立幼稚園の適正配置については、「富山市立幼稚園適正規模・適正配

置推進計画」に基づき策定した「今後の推進計画」に則り、令和4年度末

に1園を廃止し、1園を市立保育所と統合した。今後もこれまでの経緯を踏

まえ、園児数の推移や私立幼稚園、保育所、認定こども園との役割分担、

幼稚園教育のあり方等を考慮しながら、市立幼稚園のあり方を検討してい

く。

以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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◆ 基本的な方向 ３ ◆ 

学校・家庭・地域で取り組む子どもの成長支援 

 

 

◆目  標◆ 

子どもたちが、学校・家庭・地域の連携・協力のもと、基本的

な生活習慣や社会性を身に付け、豊かな人間性を育んでいる

こと 
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○

○

関係機関と連携・協力して行う、親としてのあり方を学習する
「親学び講座」の普及・啓発

学校図書館の活用などによる読書の興味・関心の向上や家庭におけ
る読書の習慣付けの重要性についての共通理解を図るなど子どもの
読書活動の推進　等

基本施策１４ 家庭における教育力の向上
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㊶　子どもの読書活動の推進 ●目標指標の設定あり（1日30分以上読書をする児童・生徒の割合）

決算額
（千円）

担当課

読書普及事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】全国学力・学習状況調査（小学6年生、
中学3年生対象）において、「家や図書館で、普
段(月～金曜日）、1日あたりどれくらいの時間、
読書をしますか（教科書や参考書、漫画や雑誌
を除く）」の質問に対して、1日30分以上と答え
る児童･生徒の割合
【考え方】家や図書館で読書に親しむ児童･生
徒を増やす。

C（予定よりやや遅れている）

分析・評価

　1日30分以上読書をする子どもの割合は昨年度よ
り減少した。アクションプランとして年間に読む本の
冊数の目標値を定めている学校や、朝活動等に読
書タイムや読み聞かせの時間（15分程度）を設けて
いる学校が多くあるが、子どもに読書習慣を身につ
けさせるまでに至っていない。
　また、図書館においては、児童書の貸出冊数や、
行事回数は令和3年度よりは増加しているものの、コ
ロナ禍以前の水準には達していない。

-1.1ポイント
生徒の割合

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ３０ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

１日３０分以上読書をする児童・
39.2% 43.0% 34.9% 33.8%

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

52
図
書
館

・　子どもが自ら考え、行動し、主体的に社会に参加するために必要な
　知識や教養を身につける契機として、読書習慣を定着させる。

・　「富山市子ども読書活動推進計画（第四次）」に基づき、図書館全
　館では、おはなし会、図書館利用指導、団体貸出、学校との連携、
　家庭、保育所・幼稚園等との連携、広報活動、展示などの関連事業
　を実施した。
・　図書館本館においては、子ども読書活動推進拠点として、乳幼児
　および小学生、中学生を対象とした事業（本の企画展示、読み聞か
　せ、ワークショップ、謎解きゲーム、図書館探検、図書館ビンゴラリー等）
を実施した。
・　こども図書館においては、こども図書館開館１０周年を記念して、絵本
作家によるワークショップ等を実施した。また、子育て支援センターと連携
して、子育て世帯に向けたサービス（行事、本の提供）を行った。

・　図書館本館においては、引き続き、子ども読書活動推進拠点として、
　乳幼児および小学生、中学生を対象とした読書活動推進事業を実施
　する必要がある。
・　こども図書館においても、引き続き、子育て世帯に向けた事業を実
　施する必要がある。

・　「富山市子ども読書活動推進計画（第四次）」に基づき、本館におい
　て、施設の特長を活かした企画（絵本作家を招いての講演会や各種
　行事・展示等）の実施やホームページ等を活用した情報発信に努め
　る。
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●基本施策１４（家庭における教育力の向上）の評価・分析●

＜評価＞ やや遅れている

＜分析＞

各学校では、子どもが読書習慣を身につけるよう、年間に読む本の冊数の

目標値を定めたり、朝活動に読書タイムを設けるなど積極的に取り組んでい

るところであるが、1日30分以上読書をする児童・生徒の割合は昨年を下

回っている。

図書館では、「富山市子ども読書活動推進計画（第四次）」関連事業を実

施し、読書普及に努めた結果、児童図書貸出冊数や行事回数は昨年度よりは

増加した。また、学級招待や学校訪問の行事の回数が昨年度より増加し、読

書習慣を定着させる一助となっている。

以上のことから、基本施策全体について「やや遅れている」と評価する。
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○

○

○

協働で学校及び地域の子どもを育むためのコミュニティ・スクール
の推進などによる開かれた学校づくり

日常生活の基盤である家庭における食習慣確立への支援

心豊かでたくましい子どもを社会全体で育むための子どもかがやき
教室の充実

基本施策１５ 学校・家庭・地域との連携
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㊷　開かれた学校づくり

決算額
（千円）

担当課

コミュニティ・スクール 【ねらい】

事業

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

　

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

4,539

学
校
教
育
課

・　開かれた学校づくりをさらに推進し、安定した学びの環境を確保し、地域・
　家庭・学校が一体となってよりよい教育の実現に向けて取り組む体制づくりを
　目指す。

・　平成27年度から10の小・中学校を順次コミュニティ・スクール（※）正式校と
　し、令和3年度から新庄小学校、堀川小学校、大庄小学校の3校を新たに正
　式校として設置している。コミュニティ・スクール正式校では、学校運営協議
　会をそれぞれ年4回開催し、学校運営の基本構想や学校評価に関して協議
　を行い、地域とともにある学校づくりに取り組んだ。
・   令和4年度からは一部統合する学校以外、全ての小・中学校がコミュニティ・
スクールとなり、各校３～5回程度学校運営協議会を開催し、地域と学校との連
携や学校運営協議会の運営方針等の協議を行い、学校運営への参画を図っ
た。

・　学校運営協議会を通して、地域や保護者と子どもたちの実態や課題を共有
　し､解決に向けた熟議を行った。その中で､地域の学校に対する関心が高ま
　り、協力を得やすくなったことから、子どもの学びに深まりが生まれた。
・　地域の教育力を有効に生かすために、熟議を行う時間や学校と地域の連
　携をコーディネートする人材の確保が難しい。また、今後も、地域の教育的
　ニーズや意向等を学校運営に反映させる方策等について検討を重ね、コミュ
　ニティ・スクールの取り組みを充実させていく必要がある。

・　令和5年度から市内全小・中学校にコミュニティ・スクールが設置され、成果
　と課題を市内小・中学校に伝える機会を設定するとともに、有識者を招いたコ
　ミュニティ・スクールの運営についての研修会等を開催し、本市や各校の現状
にふさわしいコミュニティ・スクールの運営の充実を図る。
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取組み㊸　家庭での食習慣確立への支援 ●目標指標の設定あり（朝食を摂る子どもの割合）

決算額
（千円）

担当課

家庭での健全な 【ねらい】

食習慣確立の促進

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

小学生 中学生 小学生 中学生 小学生 中学生 小学生 中学生

98.2% 95.1% 100.0% 100.0% 年99.0％ 年97.4％ 年98.9％ 年97.3％

達成状況

朝食を摂る子どもの割合 小－0.1ポイント
中－0.1ポイント

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】朝食を摂る子どもの割合
【考え方】富山県の目標数値を参考に小学生100％、
中学生100％を目指す。

C(予定よりやや遅れている）

分析・評価

　朝食を摂る子どもの割合は、令和4年度は令和3年度と
比較すると0.1％減少したが、小学生で98％台、中学生で
97％台で推移しており、目標値には達していない。
　今後も学校の教育活動を通じて、朝食をはじめとした望
ましい食習慣の習得に取り組むほか、家庭と連携･協働
して健全な食習慣の確立を図る。

実績数値（Ｂ）

Ｈ29 R5 R３ R４

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

―

学
校
教
育
課
・
学
校
保
健
課

・　子どもたちに食に関する正しい知識と望ましい食習慣を習得させる。

・　朝食を摂る子どもの割合は、各家庭の事情等もあり、これ以上の増加は見込
めないことも考えられるが、令和３年度と比較すると小学生、中学生各々減少し
たが、目標値を概ね達成していることから、引き続き、食に対する関心と理解が
深まるよう長期的・継続的な取り組みが必要である。

・給食だより等を活用し、子どもたちがしっかりと朝食を摂ること等、家庭での健
全な食生活の確立に関する情報提供を行った。令和4年度の朝食を摂る子ども
の割合（健康づくりノート集計結果）は、小学生で98.9％、中学生で97.3％とな
り、令和3年度と比較すると各々0.1％減となった。

・　引き続き、給食の時間、家庭科をはじめとする各教科、総合的な学習の時間
　など、学校教育活動全体を通じて学校における食育を組織的・計画的に推
　進を図る。
　また、児童生徒の保護者に対しては、すこやか教室や学校の給食だよりなど
　を通して、 家庭における健全な食習慣の確立についての啓発を図る。
・　今後は、第2次富山市総合計画に合わせ、家庭において栄養バランスよく
　朝食を食べるなど健全な食習慣の確立を図る。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ）
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取組み㊹　子どもかがやき教室の充実 ●目標指標の設定あり（子どもかがやき教室の実施箇所数）

決算額
（千円）

担当課

子どもかがやき教室（※） 【ねらい】

事業

【実績】

子どもかがやき教室の実績

R2年度 R3年度 R4年度

35箇所 37箇所 42箇所

6,655人 9,112人 13,979人

190.1人 246.3人 332.8人

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ３０ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

子どもかがやき教室の実施箇所数 44箇所 50箇所 37箇所 42箇所

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】子どもかがやき教室の実施箇所総数
【考え方】令和5年度末までに50箇所での実施を目指
し、その後は地域の実情に合わせて内容の充実を図
る。

C（予定よりやや遅れている）

分析・評価

　令和4年度は新型コロナウイルス感染症の影響か
らやや持ち直して令和3年度に比べ増加したが、令
和5年度目標数値を8箇所下回った。
　未実施地区へ情報提供を行うなど、事業実施を促
すとともに、既存の団体にはアンケートによる課題・
要望等を調査し、それを基に指導員の負担軽減に
努めることで、減少の歯止めを図る。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

5,991

生
涯
学
習
課

・　心豊かでたくましい子どもを社会全体で育むため、学校や社会教育施設を
　活用して、子どもたちの居場所を確保し、地域の大人の教育力を結集して、
　放課後や週末にスポーツや文化活動などの様々な体験活動や地域住民との
交流活動を実施する。

・　放課後や学校休業日の子どもの安全・安心な居場所として、学校や公民館
　等を活用し、地域ぐるみによる健全育成を推進した。
・　実施箇所数、利用人数は、42教室、13,979人で、令和3年度に比べて、
   5教室、4,867人増加した。
・　「地域児童健全育成事業（※）」と連携し、指導者研修会を開催した。
・　市の子どもかがやき教室のホームページに、各教室の活動実績などを
　掲載した。

年度

実施教室数

延べ利用人数

1箇所当たり年間平均利用人数

・　地域の各種団体の協力を得ながら、学習活動やスポーツ・芸術文化活動、
　地域住民との交流活動など多岐にわたる事業が実施され、地域の特色を
　活かした事業も行われるなど、子どもたちが地域の中で心豊かに育まれる
　環境づくりが推進された。
・　子どもたちが地域において豊かな人間性を培い、放課後や学校休業日を
　有意義に過ごすことができるよう、未実施の地区での指導員の確保など、
　実施に向けた組織づくりが必要である。
・　こども家庭部が実施する地域児童健全育成事業との連携を図る必要があ
　る。
・　令和4年度は新型コロナウイルス感染症の影響から持ち直し、令和3年度に
比べ実施箇所数及び利用者数が増加した。

・　未実施の地区の各種団体に多様な活動事例の情報提供を行うなど、事業
　の実施を促す。

+5箇所
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●基本施策１５（学校・家庭・地域との連携）の評価・分析●

＜評価＞ やや遅れている

＜分析＞
開かれた学校づくりについては、学校と家庭・地域の架け橋としての役

割が期待される「学校運営協議会」を令和４年度から原則として全小・中

学校で設置し（一部除く）、子どもたちの健全な成長を目指して家庭や地

域に向けた意識啓発、地域コミュニティの活性化等を図るための取り組み

を進めてきた。

家庭での食習慣確立への支援においては、引き続き食育と生活習慣病予

防対策を推進するとともに、学校の教育活動を通し、家庭と連携・協働し

て健全な食習慣の確立を図っていく。

子どもかがやき教室の充実については、子どもに体験学習の機会を提供

するために、それぞれの地域で様々な事業が実施された。実施教室数は新

型コロナウイルス感染症の影響から持ち直し、増加した。今後も未実施地

区に対して事業の実施を促していく。

以上のことから、基本施策全体について「やや遅れている」と評価する。
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◆ 基本的な方向 ４ ◆ 

市民による生涯を通じた教育の充実と文化遺産等の保全・活用 

 

 

◆目  標◆ 

刻々と変化する社会に対応していくために、必要な知識やス

キルを、市民が生涯を通じて、身に付けていけること 

市民全体が、ふるさとの自然、歴史、文化等について学び、

豊かな情操が養われていること 
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○

○ 県内大学と連携しながら壮年期を迎えた市民の学び直しを促進

○

心豊かな地域社会の形成を図るための地域の特性を生かした公民館
活動やふるさとづくりの推進

受講者のニーズにあった講座の展開による市民大学の充実

基本施策１７ 生涯学習活動の充実
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㊼　ふるさとづくり活動の推進

決算額
（千円）

担当課

公民館活動の充実 【ねらい】

（ふるさとづくり推進事業）

【実績】

市立公民館の利用状況等

R2年度 R3年度 R4年度

29,335件 33,415件 41,189件

353,255人 445,554人 505,630人

実施回数 681回 703回 788回

参加人数 16,108人 18,605人 19,943人

実施回数 354回 488回 630回

参加人数 23,242人 39,963人 65,059人

実施地区数 8地区 6地区 9地区

補助金額 1,435,386円 1,416,000円 2,237,087円

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

35,859

年度

公民館利用件数

公民館利用者数

公民館ふる
さと講座

地域づくりふ
れあい総合
事業

ふるさと活性
化事業

・　事業参加者の高齢化や固定化がみられることから、幅広い世代が参画でき
る公民館事業を企画・実施する必要がある。

・　公民館の利用制限が解除され、利用者数は少しずつ回復しており、今後さら
なる増加が期待できる。

・　新しい生活様式を踏まえながら、公民館事業の企画・実施を行う公民館職員
に対する研修の充実を図るとともに、地域住民が自ら考え取り組む講座や交流
事業に資するため地域間の情報交換等に努める。

・　地域の特性を生かしたふるさとづくりや生涯学習を推進し、地域活性化を
　図る。

・　地域住民が自主的に取り組む学びの拠点である市立公民館82館において、
　市ふるさとづくり推進連絡協議会、地区ふるさとづくり推進協議会を通じて公
　民館ふるさと講座や地域づくりふれあい総合事業などを実施した。
　　（令和4年度事業費　委託料　10,596千円　　補助金　25,263千円）

・公民館利用件数は、令和3年度に比べて7,774件増加し、41,489件であった。

生
涯
学
習
課

・公民館利用者数は、令和3年度に比べて60,076人増加し、505,630人であっ
た。

・　各種講座の開催や各地区の特色を活かした事業の実施により、ふるさとづく
りを推進した。
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取組み㊽　生涯学習普及啓発 ●目標指標の設定あり（壮年期キャリアアップ補助事業対象件数）

決算額
（千円）

担当課

壮年期自己啓発助成事業 【ねらい】

【実績】

申請件数
R2年度 R3年度 R４年度

15件 23件 16件

81,100円 114,250円 73,100円

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

生
涯
学
習
課

年度

申請件数

対象経費

・　壮年期キャリアアップ補助事業の周知に努め、大学と連携しながら、市民の
学び直しの促進を図る。

・　壮年期を迎えた市民の自己啓発支援の一環として、県内大学（富山大学、
富山国際大学、富山県立大学、富山短期大学、高岡法科大学）が実施する社
会人向け講座の受講修了者に対し、受講料の一部を助成した。

・　申請件数は、令和3年度に比べ1件減少した。

・　県内の大学と協力しながら、各大学の科目等履修や聴講生制度等を活用
し、多種多様な講義を受講することができ、多様化・専門化する市民の学習意
欲に応じることができた。

・　より多くの市民の学び直しの促進を図るためにも、対象の拡充等を検討す
　る必要がある。

・　広報とやまを活用し本事業の周知に努め、かつ県内大学と協力し受講生へ
情報提供を行うことで、更なる自己啓発の促進を図る。

壮年期キャリアアップ補助事業
対象件数

75件 23件 16件

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

74

H29 R５ Ｒ３ Ｒ４

60件

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】55歳以上の市民が受講し終了した、県内大学
が実施する社会人向け講座の延べ数（受講者一名に
つき、前期・後期各１講座まで補助）
【考え方】毎年度3件増加することをめざす（3件は基準
数値の5％）

C（予定よりやや遅れている）

分析・評価

　令和4年度も新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、令和元年度までは順調に件数は伸びていた
が、令和2年度以降、受講者の減少傾向が続いて
いる。市民の学習活動への支援の一環として、県内
大学が実施する社会人向け講座の受講料の一部
助成を引き続き行い、更なる生涯学習の普及、啓発
を目指す。

-1件

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）
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取組み㊾　市民大学の充実 ●目標指標の設定あり（市民大学開設コースにおける充足率）

決算額
（千円）

担当課

市民大学開設事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

・　多彩なコース開講により、コースを変えて継続受講する方が多いことから、
  受講者の市民大学への満足度が高いことが窺える。

・　受講者の約95％が60歳以上、平均年齢が約73歳と高齢であり、生涯学習
　支援に加え、高齢者の外出機会創出効果がある。一方で、若年層の受講者
　が極端に少ない。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】市民大学で開設しているコースの定員に対す
る受講者数の割合
【考え方】開設コースの見直しに取り組むなどの再編を
図り、令和5年度までに85%を目指す。

Ｂ（概ね予定どおり進行している）

分析・評価

　令和4年度は充足率（コースに対する受講者の割
合）が85.0％と昨年度より実績指数が低下している
が、目標数値は達成している。これは、新型コロナ
ウイルス感染状況を注視しながら、 削減していた
コースの定員を少しずつ復旧したことが大きく起因
したと思われる。今後も引き続き多種多様なコース
の充実はもとより、生涯学習の魅力発信に努めると
ともに、世代を問わず市民の学習意欲を高め、受講
者数の増加に努める。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ３０ Ｒ５ Ｒ３

　市民学習センター利用状況

・　市民の生涯学習を支援するため、市民のニーズに合った系統的かつ継続
　的な講座を提供するとともに、受講者相互のふれあいを大切にし、心豊かな
　人間形成を目指す。

・　市民の生涯学習を支援するため、郷土・富山について学ぶ講座から、
　歴史・文化・芸術・健康等、幅広い分野に及ぶ計53コースを提供し、
　延べ1,545名の市民が受講した。
　（一般コース 37、創作コース 9、プラネットコース (※）7）

・　講座受講等を目的に、年間延べ21,410人が市民学習センターを利用した。

・　受講者アンケート等を参考にコース内容及び講師の変更を行うなど、市民
　ニーズに応えたより魅力的なコース、学習内容となるよう改善を行った。

85.0% -18.9ポイント
市民大学開設コースにおける

充足率
76.0% 85.0% 103.9%

Ｒ４

・　年間約2万1千人が市民学習センターを利用する等、一定の実績があった。

10,656

市
民
学
習
セ
ン
タ
ー

・　毎年実施している受講者アンケート等を参考に、受講者数増加に繋がる魅
　力あるコースの開設に努める。

・　充足率（コース定員に対する受講者数の割合）の低いコースは、内容及び
　講師の変更や、定員の削減、コース廃止等の検討を行う。

・　市民大学祭や公開講座（特別講義）において市民大学及び生涯学習の
　魅力を来場者に向けて発信する。また、受講者募集の際には、周知方法を
　工夫し、新規受講者の獲得に努める。

R2年度 R3年度 R4年度

講義室 5,749人 13,290人 13,423人

サークル室 1,835人 2,479人 2,259人

その他 1,550人 5,378人 5,418人

149人 311人 310人

9,283人 21,458人 21,410人計

区分

市民プラザ

陶芸実習施設
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●基本施策１７（生涯学習活動の充実）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞
公民館利用者数は、令和3年度と比べると回復傾向にある。各地区では

歴史的背景や、地理、年齢構成などの諸条件のもと、創意工夫して事業を

実施している。

壮年期を迎えた市民の学習支援については、多様化・専門化する市民の

学習ニーズに対応するためにも、県内の大学と連携し、様々な種類の講座

を受講できるよう支援を行っている。令和4年度も新型コロナウイルス感

染症などの影響により、令和元年度までは順調に件数は伸びていたが、令

和2年度以降、受講者の減少傾向が続いている。

市民大学の充実については、開設した多彩な53コース受講等のために、

年間約2万1千人が市民学習センターを利用するなど、一定程度、市民ニー

ズに合った講座が展開できたと考える。さらに修了者等によるサークル活

動等が自立的・自発的に行われており、市民大学受講をきっかけとした、

更なる学習意欲向上の効果があったと考える。 以上のことから、基本施

策全体について「概ね順調」と評価する。
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○

○

地域住民にとって最も身近な生涯学習拠点である市立公民館の耐震
化の促進及び整備・充実

人文系博物館や科学博物館の展示及び普及活動の充実　等

基本施策１８ 生涯学習活動拠点の充実
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み㊿　公民館の充実 ●目標指標の設定あり（市立公民館の耐震化率）

決算額
（千円）

担当課

公民館建設事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】市立公民館全館における耐震基準を満たした
公民館の割合
【考え方】耐震化率100％を目指す。

A（予定どおり進行している）

分析・評価
　総合計画に位置づけた公民館のうち、 船峅公民館の
工事完了により、耐震化率は100％となった。

+1.3ポイント

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

201,723

生
涯
学
習
課

・　地域住民にとって最も身近な学びや交流の場である市立公民館を、安全・
　快適に利用してもらうため、老朽施設の改築を進め、生涯学習拠点の整備・
　充実を図る。

・　船峅公民館の耐震補強及び改修工事が完了したほか、蜷川公民館改築の
基本設計に着手した。

・　市立公民館の建設については、耐震診断の結果や施設の老朽化などを勘
　案し、総合計画に位置づけて、順次、改築を行っている。

・　令和5年度は、蜷川公民館改築の実施設計、山室中部公民館改築の基本、
実施設計及び旧長岡公民館解体工事を行う。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ３０ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

市立公民館の耐震化率 95.1% 100% 98.7％ 100％
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取組み51　図書館の充実 ●目標指標の設定あり（TOYAMAキラリ公益施設の利用者数）

決算額
（千円）

担当課

図書館事業の充実 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

654,422人 +132,315人
公益施設の利用者数

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】TOYAMAキラリ公益施設の利用者数
【考え方】第2次富山市総合計画前期基本計画に基づ
き、毎年2万人の増加を目指す。

C（予定よりやや遅れている）

分析・評価
　令和3年に比べ、入館者数は増加しているが、目標
には達していない。今後、さらに魅力的な各種行事
の実施を通して目標達成を目指す。

・　多様化する利用者ニーズを踏まえた図書の収集に努める必要がある。
・　新型コロナウイルス感染症の状況変化を受け、行事等の参加要件を緩和し
たこと等から来館者が増加した。

・　本館については、まちなかの情報拠点として、図書館ならではの交流行事
　や、講演会、セミナー等を積極的に開催するとともに、併設するガラス美術館
　や本市行政部局との連携を図りながら、展示やイベントを行い、利用者数の
　増加につなげる。
・　本館及び6地域館・16分館等で、蔵書の一体的・効率的運用を図る取り組み
　を行いながら、図書の収集に努め、市民の読書活動の推進を図る。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ R５ Ｒ３ R４

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

90,950
図
書
館

・　計画的な図書の購入、除籍により図書館全体で魅力ある蔵書構成に努める
　とともに、本館では、　「知を深める図書館」をキーワードとして読書推進など
　教育事業に取り組み、利用者数の増加につなげる。

・　適切な選書や資料の収集、整理を行い、各館の特性に応じたバランスの
　よい図書の配置に努めた。市民のニーズにこたえるため、幅広い分野の資料
を各館に配置するとともに、郷土に関する資料等を積極的に収集した。（図書購
入冊数：38,233冊）
・　地域の問題解決支援や、市民生活、仕事上の問題解決などに必要な資料
　及び情報提供に努めた。（レファレンス件数：9,756件）
・　本館では、新型コロナウイルス感染症拡大防止の対策をしつつ、図書館な
　らではの交流行事や、講演会、セミナー、併設するガラス美術館と連携した
　展示やイベントの開催に努めた。（交流行事開催実績：162回）
・　大沢野図書館および大山図書館を移転改築のための整備を行った。

TOYAMAキラリ
739,344人 790,000人 522,107人
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取組み52　人文系博物館の展示・普及の充実

決算額
（千円）

担当課

博物館等利用促進事業 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

決算額
（千円）

担当課

展示開催事業、普及 【ねらい】

活動事業

（民俗民芸村）

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

4,985

民
俗
民
芸
村

・　各館の特徴を生かした様々な展示活動及び普及活動を通じて、歴史・民
　俗・民芸・美術に対する理解を深めてもらう機会を提供する。

・　展示開催事業においては、売薬資料館特別展「養立湯－河童を助けて
　授かった薬　針原五香－」を始め、９回の企画展を開催し、地域文化の普及
　に努めた。
・　普及活動事業においては、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策を講じ
　ながら、陶芸教室、染物講座、呉羽山歴史探訪ツアー等を実施し、文化活動
　に対する市民の理解を促すとともに、個々の知識と創造性を育む事業に取り
　組んだ。

・　文化芸術に親しむ市民の裾野を広げるため、解説サポーターの活用などを
　通じて、これまで以上に地域文化の振興、普及に取り組む必要がある。
・　入館者数は、令和3年度から引き続き回復傾向となった。
　　引き続き安心して観覧頂けるよう感染拡大防止対策をとりつつ、歴史、民
　俗、民芸、美術に関する新たな文化環境を創造するべく、市民が利用しやす
　い環境づくりに努めていく必要がある。

・　来館者の多様なニーズに応えるため、今後も魅力ある展示活動、普及活動
　の継続に努める。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

898

生
涯
学
習
課

・　平成24年7月から実施している「孫とおでかけ支援事業」を広くPRし、一層
　の利用を図る。
・　郷土博物館、佐藤記念美術館、科学博物館、ガラス美術館の入館料などの
　支払いに、クレジットカード等が利用できることで、本市の博物館等の利便性
　向上を図る。

・　孫とおでかけ支援事業については、13市町村58施設と連携して事業を行
　った。
　また、PRポスター・チラシを作成し、連携市町村の文化施設等に配布し、本
　事業の周知を図った。
・　クレジットカード等については、利用可能な館全てで利用があった。

・　孫とおでかけ支援事業の実施により、高齢者の外出機会を促進するととも
　に、世代間交流を通じて、家族の絆を深め、地域の文化や歴史、科学や自然
　への関心を幅広い年齢層に広げることに寄与した。
・　クレジットカード等の利用を可能とすることで、入館者の利便性の向上を図る
　とともに、本市の博物館等のイメージアップを図った。

・　博物館利用者の更なる増のため、「孫とおでかけ支援事業」のより一層のPR
　活動を行っていく。
・　クレジットカード等の利用を継続する。
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決算額
（千円）

担当課

展示普及事業 【ねらい】

（郷土博物館）

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

増減

（Ｂ）－（Ａ）

達成状況

＊令和元年度から八尾おわら資料館が商工労働部へ移管した。

指標の説
明／
目標設定
の考え方

【説明】博物館の入館者数
【考え方】第2次富山市総合計画前期基本計画に基づ
き、毎年1.3％程度の増加を目指す。

C（予定よりやや遅れている）

分析・評価

　新型コロナウイルス感染症の影響で入館者数が減
少していたが、感染防止対策のための市民の外出自
粛が緩和されたこともあり、大幅に増加した。
　今後も引き続き、魅力ある特別展や企画展の開催
に加え、各種講座や体験イベントなどの実施を通して
目標数値を目指していく。

博物館の入館者数 360,428人 388,000人 248,255人 337,055人 ＋88,800人

7,049

郷
土
博
物
館

・　郷土博物館や佐藤記念美術館において、特別展をはじめとする企画展等
　を開催するとともに、歴史探訪ツアーや本丸亭見学会などの普及事業を実
　施することにより、市民の歴史・文化に対する理解を深めてもらう。

・　郷土博物館では、特別展「富山駅１２３年－街の玄関口から中心へ－」のほ
か企画展4回を開催し、広く郷土富山の歴史・文化の紹介に努めた。
・　佐藤記念美術館では、特別展「平コレクション受贈記念～東南アジアの陶
器」のほか企画展4回、また本丸亭見学会、2022さと美ワークショップを開催し、
幅広く芸術文化の紹介に努めた。

・　市民の生涯学習への関心の高まりなどによって、博物館へのニーズは多様
　化してきている。
・　入館者数は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響から大幅に減少してい
　たが、コロナ以前の水準に回復しつつある。
・　今後も歴史や文化の面から富山市の紹介に努める。
・　市民が利用しやすい環境づくりにも努めていく必要がある。

目標指標
基準数値 目標数値 実績数値（Ａ） 実績数値（Ｂ）

Ｈ２９ Ｒ５ Ｒ３ Ｒ４

・入館者数の回復基調を見据え、魅力ある特別展や企画展を開催するととも
に、各種講座や体験イベントなど教育普及活動にも努める。また、本丸亭の有
効活用など、館の機能や独自事業の充実を図り、市内外からの来訪者が富山
の歴史・文化芸術へ興味と関心を持ってもらうように努める。

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

86



●基本施策１８（生涯学習活動拠点の充実）の評価・分析●

＜評価＞ やや遅れている

＜分析＞
公民館の充実については、船峅公民館耐震補強及び改修工事が完了した

ことにより、目標数値を達成したほか、総合計画に基づき、蜷川公民館及

び山室中部公民館の改築事業を進めている。

図書館の充実については、蔵書の更新を順調に進めているほか、事前申

込制にするなど、新型コロナウイルス感染症対策を行ったうえで行事を実

施した。利用者数についても増加しているが、今後はコロナ禍以前の水準

に戻せるよう、来館促進に向けた取り組みが必要である。

人文系博物館の展示・普及の充実については、「孫とおでかけ支援事

業」の実施やクレジットカード等の利用を可能にするなど、利便性向上を

図ることができた。

民俗民芸村及び郷土博物館では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

により、臨時休館や一部の普及活動の中止を余儀なくされた。ただし、入

館者数は前年度と比較して回復基調にあることから、今後は新型コロナウ

イルス感染症の収束後を見すえ、市民等の来館促進に向けた取り組みが必

要である。

以上のことから、基本施策全体について「やや遅れている」と評価する。
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○

○

旧森家住宅・旧馬場家住宅などの文化財建造物の保存・修理を行う
など文化遺産等の保存活用の推進

市内の文化財調査や史跡整備の実施、郷土資料等の電子化の推進 等

基本施策１９ 文化遺産等の保全・活用
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＜施策を推進する主な取組みの実績及び評価と目標指標の達成状況＞

取組み57　文化遺産等の保存活用

決算額
（千円）

担当課

文化遺産等保存活用 【ねらい】

推進事業

【実績】

【評価・課題】

取組み59　史跡整備の実施

決算額
（千円）

担当課

安田城跡再整備 【ねらい】

【実績】

【評価・課題】

【今後の方向性】

生
涯
学
習
課

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

・　歴史的建造物等文化財の保存活用をとおし、地域の歴史や文化を学ぶ場を
提供するとともに、観光客等による賑わいを創出し地域活性化を図る。

2,224

・令和３年６月に寄附された旧米田家住宅の図面作成を行った。

・　岩瀬地区には旧森家住宅や旧馬場家住宅、旧米田家住宅があり、一体的な
活用・整備を図っていく必要がある。

・旧森家住宅の 3年度に実施した 耐震診断では、極めて稀に起こる地震で倒壊
するおそれがあるという結果が出されているため、耐震対策を講じる必要があ
る。

・　旧森家住宅の耐震対策工事を実施する。
・　旧米田家住宅の活用について検討し、岩瀬地区の歴史的建造物の一体的
　な保存活用を図る。
・　富山市文化財保存活用地域計画を策定する。

・　岩瀬地区はじめ、富山市域に残る文化財の総合的な保存活用のため、その
方針を立てる必要がある。

【今後の方向性】

事業名または取組み内容 ねらい／実績／課題・評価／今後の方向性

62,752

埋
蔵
文
化
財
セ
ン
タ
ー

・　老朽化が著しい安田城跡歴史の広場を再整備（堀の浚渫、展示施設改修
等）
　することにより、史跡を適切に保存・公開し、歴史学習や憩いの場として一層の
利用促進を図る。

・　堀の南側等の浚渫・護岸改修工事を実施した。
・　令和5年度に予定している堀の浚渫・護岸改修工事の実施設計及び広場・資
料館の設備改修等について基本設計を行った。

・　令和4年度工事は、国庫補助金の減額により一部が先送りとなった。今後も同
様の事案が発生すると、事業期間延長などの可能性がある。

・　国や県と協議の上、引き続き浚渫・護岸改修工事などの再整備を進める。
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●基本施策１９（文化遺産等の保全・活用）の評価・分析●

＜評価＞ 概ね順調

＜分析＞

文化遺産等の保存活用については、旧米田家住宅の図面作成等を行った。

史跡整備の実施については、婦中安田城跡歴史の広場において堀の南側等の

浚渫・護岸改修工事を行うなど再整備事業を進めている。

以上のことから、基本施策全体について「概ね順調」と評価する。
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Ⅳ 学識経験者の意見について 

 

令和４年度教育委員会事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価にあた

り、客観性を確保するため、点検評価の方法や結果などについて学識経験を有する者

の意見を聴いた。 

 

１ 学識経験者 

氏 名 区 分（職業等） 

笹 田  茂 樹 富山大学人間発達科学部教授 

渡 邊  智 美 元富山商工会議所青年部会長 

斉 藤  保 志 元富山市教育委員会事務局次長 

 

２ 意見聴取日等 

     令和５年８月８日（火）  場所 Toyama Sakura ビル５階 中会議室 

 

３ 主な意見 

＜今後の方向性について＞ 

・主体的・対話的で深い学びの実現に向けて、問題解決的学習（PBL）や一人１台端

末の活用、イエナプラン教育の要素等を付け加えたのであれば、「今後の方向性」

の所にもイエナプラン教育や PBＬ等の新たな視点を入れてほしい。 

・令和 4 年に杉原中と八尾中が統合したが、統合してどんなところが良かったのか、

どんなところが足りなかったのかについてしっかりと検証し、今後の統合の方向性に

活かしてほしい。 

・いじめは解消していかなければならないが、「いじめの未然防止」という視点も非常

に大事。「今後の方向性」について、いじめの未然防止の部分をもう少し膨らませて

ほしい。 

・体力の向上について、中学生女子の部活動の加入率が低いことや、部活動の地域

移行が進んでいく中で、「運動量の確保」を部活動ばかりに任せるのではなく、体育

の授業の中で運動する機会を持つことが大切なのではないか。 

・スクールソーシャルワーカーは、子どもの貧困対策においても有効だと考えるので、

ますます充実させてほしい。 

・小児生活習慣病予防対策事業について、すこやか検診を受けない家庭の方が、心

配な子どもが多いと思う。そこをうまくスクールソーシャルワーカー事業と連携すれ

ば、積極的に支援に繋げることができるのではないか。 

・小児生活習慣病予防対策事業について、すこやか検診を受診しない方が 10％程

度いる理由や背景等について、次回の評価の際にはもう少し分析して具体的に記

載してほしい。 
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・教員の勤務実態の把握について、教員の超過勤務時間が減っているのは良いこと

だと思う。引き続き、ICTの活用や業務の取捨選択等で働き方改革を進めるとともに、

教職員のメンタルヘルスという部分もしっかりと力を入れてほしい。 

・学校再編推進事業については、とても大変な事業だと思うが、地元の意見も聞いて

しっかりと進めていただきたい。 

・情報モラル講座について、中学生になると、スマホや SNS の使い方が年々レベルア

ップしていくと思う。講座の開始時期が小学 5 年生というのは良いと思うが、時代の

スピードに追いつくという意味でも、改めて中学生に学んでもらう機会があっても良

いのではないか。 

・市民大学の講座や博物館やガラス美術館等で行われるイベント等について、もう少

し若い人が参加できるような工夫をしてほしい。例えば、平日の夜間等に開催すれ

ば働いている人も仕事帰りなどに利用しやすくなると思う。 

 

＜その他＞ 

・コミュニティ・スクールについて、実際の調整役は教頭や教務主任が担っていること

が多く、業務の負担に繋がっている。地域学校協働本部事業を活用すれば、国や

県からも補助金が出るため、ぜひ地域コーディネーターの雇用を考えていただきた

い。 

・先生方は、問題解決学習や一人１台端末の活用、イエナプラン教育など、新しいこ

とに対して学ぼうという気持ちはあるが、なかなか忙しくてできない状況にあると思う。

例えば研修会だけでなくICT を活用したオンライン講座等、本人が希望する形で研

修を受けられるような仕組みづくりを充実させてほしい。 

・教育委員会は様々な広範囲に渡る事業を展開しているが、発想を変えて、関連し

ている個々の事業を、子どものニーズに合った事業に再構築するなど考える時期

に来ているのではないか。子どもにとって、どういう施策がベストかという視点で考え

てほしい。 
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Ⅴ まとめ 

 

近年、少子高齢化や高度情報化、国際化の進展などにより、社会経済情勢が大きく

変化し、経済の活力の維持や環境問題、安全・安心の確保などの課題が生じてきてい

ます。 

 こうした状況の中で、全国的に、教育をめぐっては、家庭や地域の教育力の低下の

問題、児童生徒の学ぶ意欲や学力・体力の低下、問題行動など多くの面で課題が指摘

されています。 

 これらを踏まえ、富山市教育委員会では、教育目標である「自立と公共の精神を重

んじて教育の高揚を図り、新たな時代を拓く心豊かな市民を育む」ことの実現に向

け、学校教育の充実をはじめ、市民の自主的な学習環境の充実などの施策にその成果

を検証しながら取り組んでまいりました。 

また、市長が策定する「第２次富山市総合計画」及び「富山市教育大綱」との整合

性を図りながら、「第２期富山市教育振興基本計画」を策定し、これに基づき、教育

行政を計画的に推進し、さらなる充実を図っております。 

 学校教育の分野においては、児童生徒の基礎的・基本的な知識及び技能の習得と、

これらを活用する思考力・判断力・表現力等を相互に関連させながら伸ばすことを基

本として、学力の向上に努めるとともに、新学習指導要領で新たに実施されることと

なった外国語教育の充実やプログラミング教育の実施、GIGA スクール構想の実現

に向けた一人１台端末の活用によるオンライン学習の実施、コロナ禍に対応したオ

ンデマンドやオンラインを利用した研修会の実施などに取り組み、一定の成果を得

ることができました。また、主体的・対話的で深い学びの実現に向け、継続的な研修

会の実施や、各学校における教育活動の推進にも取り組んでいるところです。 
社会教育における生涯学習の分野については、その活動拠点である公民館の整備

を図るとともに、ふるさとづくり推進事業を中心とした様々な生涯学習活動に取り

組んでいますが、壮年期自己啓発事業については、新型コロナウイルス感染症の影響

から令和３年度に引き続き、利用者数は減少しています。図書館や博物館等の社会教

育施設でも同様に、新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、イベントの開催

や、他の施設との連携等を通じた利便性の向上に取り組んでいます。中には臨時休館

や開催の中止を余儀なくされた事業もありましたが、市民の外出自粛が緩和された

こともあり、入館者数は回復基調にあります。 
こうした取組みを進めるにあたっては、創意工夫を図りながら、目標を立てて実績

を数値で表すなど、計画・実施・評価の一連の検証をもとに事業を進めることが重要

であります。また、学識経験者の皆さんからいただいたご意見を反映させてまいりた

いと考えております。 
令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大がある程度落ち着き、収束に向か

っていると考えられることから、計画に基づいた様々な取組みについて、点検及び評

価制度等をもとに課題を明らかにしながら、教育施策の推進に努めてまいります。 
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用 語 等 解 説 （50音順）

用　　　語 説　　　明

　イエナプラン教育 　ドイツの教育学者ペーター・ペーターセンがイエナ大学の実験校で取り
組んだ学校教育の考え方であり、オランダで普及する。一人ひとりの子ど
もをその子らしく最大限の可能性を引き出して育てることを目指したビジョ
ンであり（方法ではない）、目指す人間像や社会像および学校像を示し、
子どもを育む基本原則等が示されている。また、その理想像の具現化に
向けて、対話の重視や実体験からの学びの重要性に鑑み、子どもに適し
た教育環境、異年齢グループによる学級編制等の枠組みを示している。

　ＥＳＤ 　現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組むこと
により、持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動。持続可
能な開発のための教育（Education for Sustainable Develpomentの略）

　いじめ問題対策指導員 　いじめや暴力行為等の問題行動が発生している小・中学校への支援の
ため、元教員等の教育関係者・警察関係者を指導員として派遣する。

え

　ＳＤＧｓ 　「世界中の誰ひとり取り残さない」をテーマに、経済・社会・環境の広範
な分野において、193の全ての国連加盟国が合意した、２０３０年までに達
成すべき課題とその具体目標のこと。
　本市は平成30年6月に、課題に対して総合的に取り組む、国の「SDGs
未来都市」に選定された。

　外国語活動支援講師 　小学校の担任が、外国語活動や外国語科を自信をもって実施できるよ
う配置している日本人支援講師

　学校施設の耐震化率 　文部科学省の行う公立学校施設の耐震改修状況調査において示され
る、毎年3月31日現在の耐震基準を満たした校舎・体育館の棟数の割合
　○耐震基準を満たした棟数（＊）÷全棟数
　＊現行の耐震基準が導入された昭和57年以降に建てられた棟数、耐
震診断により補強が不要とされた棟数及び補強工事済みの棟数を合わ
せた数を指す。

　学校選択制 　住所によって決められている小・中学校以外の学校を自由に選び通学
する制度。富山市では、市立中学校において、各学校の受け入れ枠の
範囲内で入学できる。

き

　GIGAスクール構想 　多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく公平に個別最適化された学
びや創造性を育む学びを実現するため、学校におけるＩＣＴ環境を整備
する国の政策。
　当初、令和２年度までに学校内の高速大容量ネットワークの整備、令和
5年度までに一人1台端末の整備を目標としていたが、新型コロナウイル
ス感染拡大によりオンライン学習の必要性が高まったことから、端末整備
も令和2年度中の完了を目指し、前倒しされた。

　校内適応指導教室 　不登校傾向や教室に入れない生徒に対する指導や支援を行うために、
学校の相談室等を利用して校内に設置している教室

　校務支援システム 　教務系（成績処理、出欠管理、時数等）、保健系（健康診断表、保健室
管理等）、指導要録等の学籍関係、学校事務系などを統合した機能を有
するシステム

　子どもかがやき教室 　市立公民館や学校の体育館・教室等に、安全で安心して活動できる子
どもの居場所を設け、学校休業日や放課後に継続的なスポーツや文化
活動などを実施している。

　コミュニティ・スクール
　（学校運営協議会制度）

　保護者や地域住民が学校とともに知恵を出し合い、一緒に協働しなが
ら子どもたちの豊かな成長を支えていく「地域とともにある学校づくり」を進
める仕組み。

し
　食育 　様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、

健全な食生活を実践することができる人間を育てること。

い

こ

か
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用　　　語 説　　　明

　スクールカウンセラー 　児童・生徒の臨床心理に関して高度な専門的知識及び経験を有する
者で、児童・生徒、保護者、教職員の当面する悩みなどについて相談に
応じ、適切な指導・助言をする。

　スクールサポーター 　特別な配慮や支援を必要とする児童生徒の学校生活への支援をする
補助員

　スクールソーシャル
　ワーカー

　社会福祉等の専門的な知識や技術を用いて、児童生徒が置かれた
様々な環境へ働きかけ、関係機関等とのネットワークを活用して、問題を
抱える児童生徒に支援を行う専門家

そ

　Society5.0 　狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く新しい社会であり、
「超スマート社会」とも言われる。ＩｏＴ、ロボット、人工知能（ＡＩ）、ビッグ
データといった先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、経済発
展と社会的課題の解決を両立していける社会のこと。

ち

　地域児童健全育成事業 　地域における児童の健全育成を図るため、放課後に小学校の余裕教
室等を活用し、自主的な遊びの場を提供し、集団生活を通じ貴重な生活
体験を得られるよう支援・援助を行う事業

　富山市学力調査 　富山市立中学校の1年生及び3年生の学力を実証的なデータにより把
握し、市全体の学力向上ならびに、各学校における指導の改善、児童の
学習意欲の向上を図るために実施している調査で、調査実施教科は、国
語、社会、数学、理科、英語。
　中学1年生は4月に、中学3年生は12月に調査を実施している。

　富山市健康プラン２１
　（第２次）

　健康都市富山を目指すため、国が定めた「健康日本21（第2次）」の地
方計画として策定した。
※「健康日本21（第2次）」・・・国で平成12年から定め、様々な関係機関と
の連携により、社会全体で個人の主体的な健康づくりを支援する取り組
みであり、第2次は平成25年度からの10年間。

　不登校児童・生徒の割合 　文部科学省調査の不登校児童生徒数を基にした割合
　○不登校（30日以上欠席）児童生徒数／児童生徒総数×1,000人

　プラネットコース 　富山地域以外の施設で開設している市民大学コース

　プログラミング教育 　小学校の算数科、理科、総合的な学習の時間、中学校の技術科などの
教科等の中で、児童生徒がコンピュータに意図した処理を行うよう指示す
るプログラミング体験を通じ、論理的な思考力を育むことをねらいとする。

ふ

と

す
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